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社会：エグゼクティブサマリー

JFEグループの使命は、社会の持続的発展と人々の安全で快適な生活のために「なくてはならない」存在とし
ての地位を確立することです。「労働安全衛生の確保」や「多様な人材の確保と育成」など人的資本への投資やサ
プライチェーンの人権尊重等の社会的な課題解決に取り組むことにより、当社グループの持続的な成長を実現し、
優れた技術に基づいた安全で高品質な商品とサービスを開発、提供し続ける存在となることを目指しています。

第７次中期経営計画の主要施策として、安全・健康管理、人材の活躍推進、サプライチェーンの人権尊重、地
域社会への貢献を掲げています。

従業員の健康と安全は企業存続の基盤であり、「安全はすべてに優先する」という基本姿勢のもと、安全な作業
環境の整備を進めています。設備投資や安全教育の徹底だけでなく、先進IT技術を取り入れた多角的な安全衛生
管理（監視・検知等）を活用することで、最重要目標である「重大災害ゼロ」の達成を目指しています。
「多様な人材の確保と育成」について、女性をはじめとする多様な人材の採用や事業活動を支える人材の育成、

従業員が働きがいをもって能力を最大限に発揮できる職場環境や制度の整備、時間と場所にとらわれない新しい
働き方の実現などを推進しています。

人権尊重は企業の社会的責任であるとともに経営基盤の一つであるとの考えのもと、これまでも人権が尊重・
擁護される社会の実現に向けた活動を推進してきました。2021年度からは国連の「ビジネスと人権に関する指
導原則」に則って、人権デューディリジェンスを開始しており、昨今の人権に関する意識や課題の変化も踏まえ、
2023年4月に「JFEグループ人権基本方針」を改正しました。今後も、サプライチェーンをはじめとするすべて
のステークホルダーに対して人権の尊重・擁護への協力を求めるなど、グループ全体での取り組みを推進します。

地域社会への貢献について、企業活動をグローバルに行っていく上では社会との連携と協調を図っていくこと
が重要であり、積極的な社会貢献を行う事で、ともに持続可能な成長の実現を目指しています。

社会に関する経営上の重要課題（マテリアリティ）に対する目標・実績  

◦ �「重大災害ゼロの達成」に向け、特に安全対策への優先的な投資（P.186）（グループ全体で年間100億円規模）を実施し
本質安全化によるリスク低減に注力、先進IT技術を活用した多角的な安全衛生管理（監視・検知等）（P.186）を推進

◦ �従業員のからだの健康づくりや配偶者健診の環境を整備など、従業員とその家族の心と身体の健康保持・増進 （P.189）
に加え、メンタルヘルスケア（こころの健康）（P.189）を積極的に推進

◦ �テレワークの推進・フレックス制度の導入で「新しい働き方（P.199）」を推進
◦ �女性従業員の積極的な採用や育成 （P.194）、法定水準を大きく上回る育児支援制度の充実、研修・啓発活動の展開など、

ダイバーシティを推進するためのさまざまな施策を展開
◦ �人権デューディリジェンス（P.169）を開始し、2021年度は当社および主要なグループ会社を対象として人権リスクの特

定と是正に向けた取り組みを検討。2022年度は、グループ人権基本方針を改正するとともに、サプライヤーのリスク特定
調査に向けた事前検討を進め、国内グループ会社におけるリスク特定調査を拡大。2023年度は、国内の主要なグループ会
社における人権リスクに関する調査を完了するとともに、サプライチェーンにおける人権尊重の実現に向け、調査優先度
の高いサプライヤー約400社に対し人権リスクに関するアンケート調査を実施。2024年度は、2023年度に調査を実施し
たサプライヤーに対して調査結果のフィードバックを行い、フォローが必要であると判断した取引先に対しては、改善に
向けた支援を実施するとともに、調査優先度の高い海外グループ会社に対して人権リスクに関する調査を行っていく

◦ �IoT・AI・データサイエンス等の積極的な導入やデータ資産の活用等の積極的なDX推進（P.177）

2023年度のKPI実績と2024年度のKPI （P.18）

主な取り組み
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人権

JFEグループは、人権尊重が企業の社会的責任であるとともに経営基盤の一つであると考え、企業行動指針に企業活動
において一切の差別を行わないことを明示し、活動してきました。取り組み姿勢をより明確に示すため、2018年度にグ
ループ各社およびその役員ならびに従業員が遵守すべき規範として制定した「JFEグループ人権基本方針」では、サプラ
イチェーンをはじめとするすべてのステークホルダーに対しても人権の尊重・擁護への協力を求めています。

また、2021年度からは「ビジネスと人権に関する指導原則」に則り、人権デューディリジェンスを開始するとともに
外部の専門家を招いた人権に関するセミナーを開催するなど継続的に活動に取り組んでいます。さらに、2023年４月
には昨今の人権に関する意識や課題の変化を踏まえ、JFEグループの人権尊重への取り組みをより一層強化するため、

「JFEグループ人権基本方針」を改正し、各事業会社においても本方針に沿って調達ガイドライン等を点検・改正するな
ど、サプライチェーン全体での取り組みを強化しています。

今後も、人権が尊重・擁護される社会の実現に向けた取り組みを推進していきます。

JFEグループは、グループ全体で人権尊重の取り組みを推進し、事業活動の過程で影響を及ぼすすべてのステークホ
ルダーに対してその責任を果たしていくために、国連のビジネスと人権に関する指導原則に基づく当社グループの人権
基本方針をここに定めます。

JFEグループ人権基本方針

基本的な考え方

１．人権の尊重に関する基本的な考え方
JFEグループは、「世界人権宣言」や「国際人権規約」等によって構成される国際人権章典や国際労働機関（ILO）の「労働にお

ける基本的原則及び権利に関するILO宣言」を支持・尊重しています。
また、人権尊重が企業の社会的責任であるとともに経営基盤の一つであると考えており、企業行動指針に、社会の人々、従業

員を個として尊重し、企業活動において一切の差別を行わないことを明示し、実践するとともに、自らが人権侵害に加担しない
よう、人権を尊重・擁護する取り組みを推進しています。

本方針は、企業行動指針に基づいた当社グループの人権尊重の取り組みを約束するものです。

２．適用範囲
本方針は、JFEグループのすべての役員および従業員に適用します。また、サプライチェーンをはじめとするすべてのステー

クホルダーの皆様に本方針を理解し、支持していただく事を期待します。

３．適用法令の遵守
JFEグループは、日本国はもとより、事業活動を行う各国または地域の法令や規制を遵守します。国際的に認められた人権と

各国または地域の法令や規制に矛盾がある場合には、可能な限り国際的に認められた人権を尊重する方法を追求します。

４．人権デューディリジェンス
JFEグループは、人権に対する負の影響を特定し、防止または軽減を図るための人権デューディリジェンスの仕組みを構築し、

これを継続的に実施します。

５．是正・救済
JFEグループは、事業活動にともなう人権への負の影響に関する社内外からの通報窓口を設置しています。人権に対する負の

影響を引き起こした、あるいは関与したことが明らかになった場合には、必要な手続きを通じてその是正・救済に取り組みます。



鉄の価値 JFEグループの 
サステナビリティ 環 境 ガバナンス ESGデータ集 社外からの評価 編集方針 ガイドライン

対照表トップメッセージ 社 会社 会

JFEグループサステナビリティ報告書 2024

167

エグゼクティブサマリー 人権 良質な商品の提供とお客様満足度の向上 サプライチェーンマネジメント 人的資本  コミュニティ

６．教育
JFEグループは、すべての役員および従業員が本基本方針を理解し実践するよう、人権尊重に関する適切な教育を行います。

７．責任者
JFEグループは、JFEホールディングス株式会社の社長を議長とするグループサステナビリティ会議において、本方針の遵守

状況と取り組みについての実施状況の監督を行います。

８．ステークホルダーとの対話や協議
JFEグループは、本方針の一連の取り組みにおいて、外部の専門知識を活用するとともに、社内外のステークホルダーとの対

話や協議を行います。

９．情報開示
JFEグループは、人権尊重の取り組みやその進捗状況に関する情報について、ホームページ等を通じて適切に開示します。

10．事業に関連する人権課題

（１）�差別の禁止と法の下の平等 
JFEグループは、企業活動に関する一人ひとりを個として尊重し、人種、国籍、民族、信条、宗教、社会的身分、門地、年齢、性別、
性的指向、性自認、障がいの有無等に関する一切の差別を行いません。

（２）�ビジネスパートナーへの展開 
JFEグループは、当社グループが人権を尊重・擁護する取り組みについて、すべてのビジネスパートナーに対しても協力を求
め、人権が尊重・擁護される社会の実現に貢献していきます。

（３）�ハラスメント 
JFEグループは、性別・地位などを背景にした、相手の尊厳を傷つけ不快感を与える言動等、その他一切のハラスメント行為を
行いません。

（４）�強制労働と児童労働 
JFEグループは、すべての国、地域において一切の強制労働、児童労働を行いません。また、債務労働や人身売買等のいかなる
形態の現代奴隷も許容しません。

（５）�労働安全衛生と適切な労働環境 
JFEグループは「安全はすべてに優先する」という基本姿勢のもと、安全健康活動を進め、心身ともに安心して働くことができ
る安全で健康的な職場づくりに取り組みます。

（６）�労働時間と十分な生活水準を享受できる賃金 
JFEグループは、事業活動を行う国や地域において適用される労働時間と賃金に関するすべての法令を遵守します。また、十
分な生活水準を享受できる賃金の実現に取り組みます。

（７）�結社の自由・団体交渉権 
JFEグループは各国の法令や労働協約に則り、結社の自由、団体交渉を行う権利を尊重します。また、各国の法令や労働慣行を踏
まえつつ、国際規範に則り、常に従業員と誠実かつ積極的な対話を通じて、健全な労使関係の構築と問題解決に取り組みます。

（８）�地域住民・先住民族の権利 
JFEグループは、事業活動を行う地域における住民の土地の権利、水へのアクセス、安全、健康、先住民族の権利などを尊重し、
配慮します。

以上

2018年4月制定
2023年4月改正

JFEホールディングス株式会社

本方針の改正は、人権に関する専門家の支援を受けて内容の策定を行い、JFEホールディングス株式会社の社長を議
長とするグループサステナビリティ会議において承認されました。また、本方針の改正については、取締役会において
も報告されています。
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人権尊重の推進体制

人権尊重への取り組みを着実に進めるため、JFEホールディングス社長が議長を務めるJFEグループサステナビリ
ティ会議において、グループ全体の方針を策定するとともに、定期的に取締役会においても報告を行い、指示・監督を
受けています。加えて、JFEホールディングス社長が委員長を務めるJFEグループコンプライアンス委員会の傘下に、
ホールディングス執行役員が議長を務める「JFEグループ人権啓発推進会議」を設置し、各事業会社に設置された人権
啓発担当部門（人権啓発室等）と定期的に情報交換を行っています。

また、あらゆる人権リスクへの対応を図るため、ステークホルダーとのコミュニケーションを重視し、その連絡手段
として、各事業会社だけでなく独立した弁護士事務所にも社外窓口としての企業倫理ホットラインを開設するととも
に、ハラスメント専用相談窓口を主要事業所ごとに開設し、人権問題を含む通報や相談を受け付けています（匿名での
報告・相談も可）。加えて、外部のステークホルダーからの人権問題を含むコンプライアンス等に関する問い合わせに
ついてはWebサイト上のお問い合わせフォームにて受け付けています（匿名での連絡も可）。これらの窓口の運用状況
や寄せられたハラスメント等の人権侵害事案については、グループサステナビリティ会議に報告するとともに、定期的
に取締役会においても報告を行い、指示・監督を受けています。

取締役会

グループサステナビリティ会議　議長：JFEホールディングス社長

ハラスメント等の人権侵害事案の報告

JFEグループコンプライアンス委員会
（委員長：JFEホールディングス社長）

JFEグループ人権啓発推進会議
（議長：JFEホールディングス執行役員）

（各社人権啓発担当部門）

JFEホールディングス

JFEスチール

JFEエンジニアリング

JFE商事

指示・監督

定期的に報告

■ 人権推進体制

内部通報制度の整備 （P.228）

体制
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人権デューディリジェンスの実施

JFEグループは、国連の「ビジネスと人権に関する指導原則」に則り、2021年度より人権デューディリジェンスに取
り組んでいます。

JFEグループは、一人ひとりの人権が尊重・擁護される社会の実現に貢献することが企業の社会的責任であるととも
に経営基盤の一つであると考え、経営上の重要課題として、「サプライチェーンにおける人権尊重」を掲げ、KPIを設定
することでその取り組みを推進しています。

2023年度のKPI実績と2024年度のKPI （P.18）

目標と実績

■ 当社グループのこれまでの取り組みと今後の予定

年度 実施概要

2021年度 •�当社および各事業会社をはじめとするグループ会社を対象として、人権リスクの特定と是正に向け
た取り組みの検討を実施

2022年度

•�JFEグループの人権尊重への取り組みをより一層強化するため、「JFEグループ人権基本方針（2018
年制定）」を改正

•�改正された「JFEグループ人権基本方針」に沿って、各事業会社において調達ガイドラインの点検・改
正等を実施

グループ会社への人権デューディリジェンスの展開
•�グループ会社においても、人権リスクの特定、評価、およびリスクの低減・予防を確実に実施するため、

以下の取り組みを実施
　①グループ会社に対し人権に関する説明会を実施
　②�売上規模等の観点から人権リスクの影響が大きい、国内の主要なグループ会社に対し、人権リスク

に関する調査を実施

サプライヤーの人権リスク管理体制構築
•�サプライチェーンの人権リスクに関する調査の実施に向け、調査の方法、範囲および優先順位につい

て検討
•�人権高リスク国に拠点を有するサプライヤーなど、調査優先度の高いサプライヤーを選定

2023年度

グループ会社への人権デューディリジェンスの展開
•さらに調査を拡大し、国内の主要なグループ会社への調査を完了（累計約100社）

サプライヤーの人権リスク管理体制構築
•�調査優先度の高いサプライヤー約400社に対し人権リスクに関するアンケート調査を実施

2024年度
（予定）

グループ会社への人権デューディリジェンスの展開
•�人権高リスク国に拠点を有する会社など、調査優先度の高い海外グループ会社約50社に対して、人

権リスクに関する調査を実施
•�すでに調査を行っている国内主要グループ会社に対し、引き続き人権リスクの是正・改善を支援する

とともに、定期的なリスク調査や是正状況の確認方法について検討

サプライヤーの人権リスク管理体制構築
•�2023年度に調査を実施したサプライヤーに対し、調査結果をフィードバックするとともに、必要に

応じて改善を要請
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人権デューディリジェンスのプロセス

人権リスクへの
取り組み状況の報告 指示、監督

取締役会

グループサステナビリティ会議

人権デューディリジェンスの実施

人権

リスク評価

影響特定

①人権リスクの抽出
②実態把握

⑤ステークホルダー
　への開示

③リスク評価と影響特定

軽減措置

開示

④特定した人権リスクの
　軽減措置の検討

■ 人権デューディリジェンスのプロセス

❶ 人権リスクの抽出
各国際規範やガイドラインを参照し、人権リスクのロングリストを作成した上で、業界特有の人権リスクや地域性等を

考慮し、当社グループならびにサプライチェーンに関連する人権リスクをステークホルダーである従業員、サプライヤー
（女性、児童、地域住民等を含む）ごとに抽出しました。

【参照した国際規範、ガイドライン】
国連ビジネスと人権に関する指導原則、国際人権章典、ILO中核的労働基準、OECD多国籍企業行動指針、国連グローバ
ルコンパクト10原則、GRIスタンダード、FLA行動規範、CHRB Key Industry Risk

国際規範が求める人権尊重の基準や
要綱の遵守

人権侵害への非加担、コンプライアンス・
社会保障と公正な競争 差別の禁止と法の下の平等

救済へのアクセス 取引先管理の徹底 ハラスメントと虐待

女性の権利 児童労働 強制労働

労働安全衛生 労働時間 適切な労働環境

十分な生活水準を享受できる賃金 結社の自由・団体交渉権 先住民族・地域住民の権利

【抽出した考慮すべき15の人権課題】

❷ 実態把握
JFEグループ人権基本方針や各社の調達に関するガイドライン等における「児童労働」や「強制労働」といった各種

人権リスクに対するポリシー開示状況や「救済へのアクセス」としての通報制度、腐敗防止を含めたコンプライアンス
遵守の取り組み、その他社内外に対する人権に関する取り組みや制度・規則・規程等について調査を行い、人権リスク
に対する現在の管理体制等を確認しました。
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【特にリスクが高く、対応が必要であると特定した人権リスク】

	ㅡ労働安全衛生
	ㅡハラスメントと虐待
	ㅡ取引先管理の徹底（サプライチェーン全体の人権リスク管理体制の構築）

❸ リスク評価と影響特定
抽出した考慮すべき人権課題について、影響深刻度や発生可能性を踏まえたリスク評価を行うとともに、実態をより

正確に把握するための書面調査やヒアリングによる人権尊重への取り組み状況の調査を行いました。またリスク評価を
行う過程で、人権リスクが当社グループおよびステークホルダーに及ぼす負の影響を特定しました。

影
響
深
刻
度

発生可能性

大

小

低 高

重点人権リスクのマップ

労働安全衛生

ハラスメントと虐待

取引先管理の徹底

労働時間
先住民族・地域住民の権利

人権侵害への非加担、
コンプライアンス・社会保障

と公正な競争

結社の自由・団体交渉権

■ 重点人権リスクのマップ

❹ 特定した人権リスクの軽減措置の検討
特定した人権リスクへの対応や予防是正措置、推進体制など、軽減のための対策を実施しています。労働安全衛生や

ハラスメントに対しては、従来からKPIを定めるなど災害やハラスメント撲滅への取り組みを推進しており、それらの
活動を継続・強化しています。

また、持続可能で強靭なサプライチェーンの構築に向けて、サプライチェーン全体の人権リスクの管理体制構築を進め
ており、人権リスクの影響深刻度やその発生可能性も踏まえて調査優先度を決定し、サプライヤーの人権リスクに関する
調査についても推進しています。

2023年度のKPI実績と2024年度のKPI （P.18）
労働安全衛生 （P.186）
社会データ　休業災害 （P.253）
ガバナンスデータ　内部通報 （P.263）

❺ ステークホルダーへの開示
JFEグループ人権基本方針や各事業会社の調達に関するガイドライン等をホームページ上で開示しており、人権

デューディリジェンスをはじめとする人権尊重の取り組みやその進捗状況に関する情報について、ステークホルダーに
開示しています。

ステークホルダー・エンゲージメント （P.38）
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2023年度の取り組み

今後の取り組み

2024年度は、2023年度に調査を実施したサプライヤーに対し、調査結果をフィードバックするとともに、フォロー
が必要であると判断した取引先に対しては、改善に向けた支援を行っていきます。また、今後の調査拡大に向けて、調
査の範囲および優先順について検討していきます。

特定した人権リスクの是正・軽減に向けた取り組みを推進するとともに、人権デューディリジェンスの拡充に向けて
以下の取り組みを実施していきます。また、取り組みを着実に進めていくため、グループサステナビリティ会議および
取締役会の監督のもと、適切な評価の実施と改善に努め、実効性を高めていきます。

サプライヤーの人権リスク管理体制構築

売上規模等の観点から人権リスクの影響が大きい、国内の主要なグループ会社約100社に対し、人権リスクに関する
調査を順次実施してきており、2023年度には調査が完了しました。これらの調査結果に基づき、人権リスクの低減・
予防に向けた対策に取り組んでいます。

グループ会社への人権デューディリジェンスの展開

2024年度は、人権高リスク国に拠点を有するなど、調査優先度の高い海外グループ会社に対して、人権リスクに関
する調査を実施していきます。また、すでに調査を行っている国内主要グループ会社に対しては、引き続き人権リスク
の是正・改善を支援するとともに、定期的なリスク調査や是正状況の確認方法について検討していきます。

グループ会社への人権デューディリジェンスの展開

人権高リスク国に拠点を有するなど、調査優先度の高いサプライヤー約400社に対し、グローバル・コンパクト・
ネットワーク・ジャパンの「CSR調達セルフ・アセスメント・ツール」を用いて、人権リスクに関するアンケート調査
を実施しました。

サプライヤーの人権リスク管理体制構築
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人権尊重への取り組み

人権尊重への取り組みの着実な推進と従業員等の意識向上のため、①各種人権啓発研修の実施、②就職の機会均等の
保障と公正な人事管理の推進、③職場のハラスメント防止などを実践しています。人権啓発研修では、「JFEグループ人
権基本方針」の理解や国際社会で求められる企業の人権尊重などについても取り上げています。また、全従業員への浸
透を徹底するため、研修の受講予定者数に対する受講率をKPIに設定し、継続的に測定・フォローしています（2023年
度受講率：100%）。

セクシャルハラスメントやパワーハラスメントなどのハラスメントの防止については、就業規則に規定するととも
に、ポスター掲示、階層別（役職者を含む）や事業者単位、役員向けの研修も実施しています。また、外部弁護士を招
き、JFEグループ内の企業倫理ホットラインやハラスメント相談窓口の受付窓口担当者（役職者を含む通報受付者）を対
象にした研修会を実施するなど、定期的に窓口担当者向けのトレーニングを実施しています。（参加人数：2020年度 
約200名、2022年度 約300名）。

さらに、公共団体における人権啓発の推進組織・団体や、東京人権啓発企業連絡会、大阪同和・人権問題企業連絡会
等の民間企業等が参加する団体での活動に積極的に参加しています。それらの組織・団体が主催・後援するセミナーや
ワークショップを通じて得た人権に関する動向や日本企業特有の課題を、グループ内の人権啓発研修をはじめとする人
権啓発活動に活かしています。

労働者の権利の尊重

JFEグループは各国の法令や労働協約に則り、結社の自由、団体交渉を行う権利を尊重します。
社長以下の経営幹部と労働組合の代表者が経営課題やワーク・ライフ・バランス、職場環境、労働条件等について定

期的に話し合いの場を設け活力のある職場づくりに取り組むとともに、真摯な労使協議の実施を通じて、健全で良好な
労使関係の構築に努めています。

給与支払いに関して法令を遵守し、各国・各地域・各業種別に定められた最低賃金以上の給与を設定しています。時
間外労働の上限規制などを遵守することはもとより、従業員がやりがいを持って働くことができるよう、業界トップレ
ベルの労働条件を実現するとともに、会社の収益に応じた成果還元として賞与を支給しています。

また、賃金については、地域、業種の実態等について定期的に調査を行うとともに、労働組合とも都度、真摯に話し
合いの場を設け、経営実態や業績も踏まえながら従業員へ適切に還元しています。

表現の自由の尊重

JFEグループでは、JFEグループ人権基本方針において基本的人権の尊重を掲げ、企業活動において一人ひとりの人
権を尊重・擁護します。国際人権規約等の国際規範において認められている表現の自由やプライバシー権保護について
も、人権侵害がないように注意を払っています。

子どもの権利の尊重

JFEグループは、「児童の権利に関する条約」および「子どもの権利とビジネス原則」を支持し、児童労働の根絶の
みならず、「児童の権利に関する条約」の4つの柱である子どもの「生きる権利」「育つ権利」「守られる権利」「参加する権
利」を尊重します。

JFEグループ人権基本方針の中で企業活動のあらゆる場面において、個人の多様な価値観を認め、国際規範に則り一
人ひとりの人権を尊重・擁護することを掲げ、また、児童労働、強制労働を明確に禁止しています。具体的な取り組み
を推進するため、JFEグループは、社会貢献活動の重点領域の一つに「次世代育成」を掲げ、次世代を担う青少年の健
全な育成を支援する活動を行っています。
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サプライチェーンにおける人権の尊重

「JFEスチール調達ガイドライン」は以下をご参照ください。
JFEスチール調達ガイドライン　（https://www.jfe-steel.co.jp/company/purchase_policy/index.html）

JFEスチールは、「JFEグループ人権基本方針」に則り、人権尊重に加えサステナビリティ全般に関してより広範で具
体的な内容を織り込んだ「JFEスチール調達ガイドライン」を2023年に制定しました。サプライチェーン全体でサス
テナビリティに関する取り組みを推進すべく、Web上で公表するとともにお取引先の皆様に本ガイドラインの遵守を
お願いしています。

特に、原料調達に際しては、人権侵害、環境破壊等を引き起こしている武装勢力の資金源となっていることが懸念さ
れている錫、タンタル、タングステン、金、およびコバルトに関して、責任ある鉱物調達に関わる国内外の法令および
国際規範等に照らし合わせ、紛争地域や高リスク地域で採掘されたものではないことを確認した上で購入しています。

「JFEスチール調達ガイドライン」の遵守と責任ある原料調達スチール

JFEエンジニアリングでは、お取引先の皆様と人権尊重に関する取り組みを協力して推進していくため、調達基本方
針を制定しサステナブル調達を推進しています。加えて、お取引先の皆様に対しては、事業活動において法令・社会規
範を遵守した上で、基本的な人権を尊重し、あらゆる差別を排除するとともに、安全で快適な職場環境の実現に努める
べく、調達ガイドラインを制定して理解を求め、当社Webサイトでの公表を通じてサプライチェーンへの周知を図っ
ています。

JFE商事は人権の尊重、差別の禁止、強制労働・児童労働の禁止など８つの項目からなる「サプライチェーンにおけ
るサステナビリティ基本方針」を制定し、お取引先の皆様に対して理解と遵守への協力を求めるとともに、当社Web
サイトでも公表を行っています。

2021年には人権や労働等の分野について普遍的な価値観を提唱するものとして国際社会で認められた「国連グロー
バル・コンパクト10原則」に署名し、サプライチェーンにおける人権の尊重を推進しています。

お取引先の皆様と協力した人権尊重への取り組みの推進

サプライチェーンにおける人権尊重の推進

エンジニアリング

JFEエンジニアリングの「調達基本方針」「調達ガイドライン」は以下をご参照ください。
調達基本方針　（https://www.jfe-eng.co.jp/information/basic_policy.html）

調達ガイドライン　（https://www.jfe-eng.co.jp/information/guidelines.html）

商   事

JFE商事の「サプライチェーンにおけるサステナビリティ基本方針」は以下をご参照ください。
サプライチェーンにおけるサステナビリティ基本方針　（https://www.jfe-shoji.co.jp/sustainability/promote/）

外部イニシアチブへの賛同・参画

当社は、人権の保護、不当な労働の排除、環境への対応、そして腐敗の防止に関わる「国連グローバルコンパクト10
原則」に賛同し、グローバル・コンパクトの活動を日本で推進する組織である「グローバル・コンパクト・ネットワー
ク・ジャパン」に加入しています。「グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン」における分科会活動にも参加
し、参加企業・団体との情報交換等を踏まえ、自社の取り組みを推進しています。
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良質な商品の提供とお客様満足度の向上

JFEグループは「常に世界最高の技術をもって社会に貢献します。」という企業理念に基づき、豊かな地球の未来のた
めの世界トップレベルの商品やサービスを提供する存在であり続けることを目指しています。

JFEグループでは、各事業会社によって定められた品質管理基準にしたがい、適正な品質管理を行っています。また、
ISO9001については、品質管理上取得が必要と判断した製造拠点については、すべての拠点で取得が完了しています。

JFEグループは「良質な商品・サービスの提供」という行動指針のもと、経営上の重要課題として、「生産・エンジニ
アリングの高効率化とコスト競争力向上」、「商品・サービスの品質向上と安定供給」を掲げ、KPIを設定することで進
捗管理および取り組みを推進しています。

1  良質な商品・サービスの提供
優れた技術に基づいた安全で高品質の商品とサービスの提供に努めるとともに、個人情報・顧客情報の保護に十分
配慮し、お客様から高い評価と信頼を得る。また技術に立脚した事業の展開により、グループの持続的な成長と持続
可能な社会の実現への貢献を目指す。

JFEグループ企業行動指針

2023年度のKPI実績と2024年度のKPI （P.18）

品質向上と品質保証体制強化

JFEスチールでは、お客様の要求する品質にお応えし、世界最高品質の商品をお届けするために、新製品や製造技術
の開発とともに最先端のセンサーを活用したプロセス監視による製品品質の向上に努めています。

品質保証体制強化のため、日本鉄鋼連盟が加盟会社に対して求めている「品質保証体制強化に向けたガイドライン」
に沿った活動を展開しています。そのなかでも、試験検査の信頼性の向上に関して、高精度の試験検査機を用いて製品
試験を行うとともに、試験指示・試験片照合を含めた試験検査の実施から結果報告までの各プロセスにおける自動化を
推し進め、識別作業の間違い防止やデータ改ざんの防止に徹底的に取り組んでいます。

ISO9001品質マネジメントシステムをベースとした、JIS、船級協会規格や海外の関連国家規格等、鉄鋼製品に必要

基本的な考え方

目標と実績

取り組み

品質への取り組み

製品品質の向上に向けた取り組みスチール
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な規格認証の取得に加え、今後のDX推進や研究開発により得られた技術の社会実装に伴う国際的なルール形成、標準
化を積極的に推進し、革新的な価値のお客様への提供を目指します。

JFE商事では「お客様から常に信頼されるために、要求される品質を満足する商品を提供し続ける」を品質理念に掲
げ、お客様の安心と満足のため品質保証のたゆみないレベルアップに努めています。国内外加工センターではシステム
化・自動化を推し進め、ヒューマンエラー撲滅に取り組んでいます。また、受注から加工、検査、出荷でのヒューマン
エラー防止に向けては、従業員の意識向上が不可欠であることから、国内外のグループ会社の不適合事例だけでなく、
他社も含めた不適合事例を題材とした品質教育を実施しています。さらに、品質保証についてチェック・助言する定期
監査を、国内外の対象グループ会社に対し実施しています。フォローアップが必要な場合は継続して改善の進捗を確認
することで、品質保証レベルの維持向上を図っています。

JFEエンジニアリングでは「当社で設計、調達、製作ならびに建設する製品およびサービスの品質は、お客様の要求
事項、適用法令および規格を満たし、お客様の満足を得るものでなければならない。」とした全社品質方針を掲げ、品質
活動を進めています。

具体的には、プラント建設における調達、製作、工事、試運転等の各フェーズにおいて認定検査員による立会検査を
実施するとともに、重要工程や設備引渡し時にはお客様の立会検査を実施し、品質を確保しています。

品質保証に関しては、多岐にわたる商品それぞれの特性に合わせた品質マニュアルを定めるとともに、商品分野ごと
にISO9001認証を取得するなど、最適な品質管理の実現に取り組んでいます。

また、品質検査に電子帳票システムを導入し、検査データの記入漏れや改ざん防止を図るとともに、すべての検査
データの電子保管を行うことでトレーサビリティ強化を図っています。

商品安定供給

JFEスチールでは、デジタル技術を製造プロセスで積極的に活用することにより、製造実力の向上に取り組んでいます。
全製造プロセスをCPS（サイバー・フィジカル・システム）化することでの製造基盤強化を進めるとともに、製鋼から最

終工程までの一貫データを用いた品質予測技術の本格導入による品質向上ならびに歩留の向上や、試験・検査の自動化率
の向上等による信頼性向上も進めています。

このような活動を通じて設備稼働および生産・品質の安定化を実現し、お客様へ高品質な商品を供給していきます。

JFEエンジニアリングは、建設業法において、機械・土木・建築工事などの特定建設業者に指定されているため、各
工事現場に施工の技術上の管理を行う「監理技術者」を専任で配置しています。この有資格者の確保がプラント工事
を安定的に進める上では不可欠です。社内在籍者の免許資格取得を促進するための資格手当の支給などの施策に加え、
キャリア採用による有資格者の確保に努めています。

エンジニアリング

商   事

全社品質方針に基づく品質活動の推進

品質理念に基づく品質保証レベルの維持向上

エンジニアリング

高品質な商品供給に向けた取り組み

監理技術者の確保

スチール
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JFE商事では、お客様からの要望に対し安定的に対応できるよう、原材料調達から加工・流通までの一貫したサプラ
イチェーンの強化に取り組んでいます。原材料分野においては、鉄鋼原料である鉄鉱石・石炭等をブラジル、オースト
ラリアをはじめとする世界各国から調達できる体制・ネットワークを構築しています。また、鉄鋼製品の加工流通分野
においては、継続的な設備投資・効率化を通して最適な販売加工体制を構築するとともに、グループ会社に対する定期
的な品質監査を実施することで、品質保証体制を強化しています。

JFEグループの各事業会社は、国際的な平和と安全の維持の観点から、大量破壊兵器などの不拡散や通常兵器の過度
な蓄積の防止などに貢献するための取り組みを進めています。具体的には製品輸出に際して最終仕向け地・お客様・用
途などを確認する社内審査を実施し、適正な輸出業務の遂行に努めるほか、「外国為替及び外国貿易法」などの輸出関連
法規を周知徹底していくために、法務部門による社内研修も実施しています。また、貿易業務に従事するグループ会社
を対象に、安全保障貿易管理教育を実施するなどの取り組みを行っています。

CS（お客様満足度）向上

適正な輸出業務の遂行

JFEスチールのDX（デジタルトランスフォーメーション）の主軸は、IoT・AI・データサイエンス（DS）等の積極的な
導入によるテクノロジーの革新とデータ資産の活用です。当社は諸外国のミルと比較しても、長年の生産活動によって
得られたノウハウやデータを大量に蓄積しています。この豊富なデータ資産は価値創出の源泉です。

これらを最新のDS・AI等を用いて縦横に活用することで、革新的な生産性向上、品質向上、安定操業等を実現し、競
争力向上に役立てていきます。

■ DX（デジタルトランスフォーメーション）推進

JFEスチール
ビジョン

常に新たな価値を創造し、お客様とともに成長する
グローバル鉄鋼サプライヤー

全社方針
積極的データ活用（データドリブン）により、競争優位を獲得

生産活動の歴史が長いJFEはデータの宝庫。蓄積された高級鋼製造ノウハウ、老朽設備への対策、
予知・予兆管理に関わるデータは競争力の源泉。データの高度活用は当社の戦略的テーマ

IT構造改革の断行

価値の最大化DX推進を支える3つの柱

相乗効果製鉄所システムリフレッシュ

変化に強い柔軟なIT構造

1

ITリスク管理強化
セキュリティー、標準化統制

安全なIT利用環境

3

データ活用レベルの高度化
業務改革と最新IT技術

データサイエンス・AI積極活用

2

DXの詳細は以下をご参照ください。
DX REPORT　（https://www.jfe-holdings.co.jp/investor/library/dxreport/index.html）

商   事 サプライチェーンの強化と定期的な品質監査の実施

積極的なDX推進スチール
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カスタマーズ・ソリューション・ラボ

営業部門では、本社・支社の各階層の営業担当者に対する研修を実施し、営業教育の充実を図っています。具体的に
は、担当者のお客様対応総合力を向上させるべく「技術的な会話能力」「商品開発につながるヒントを見逃さず社内へ展
開する力」「物流・流通面での改善提案力」「財務指標・原価分析力」などの養成をしています。また、お客様から受注し
た製品の仕様を確実に製造に繋げる受発注システムの改善にも継続的に取り組みます。以上の取り組みを通じて、お客
様ニーズへの対応力向上を図っていきます。

お客様へのアンケートやヒアリングを定期的に実施し、収集したデータに基づきお客様満足度向上のための戦略を立
案しています。それらの情報は営業部門、セクター・センター、製鉄所・製造所で共有し、一貫したお客様対応のもと、
JFEグループの総合力を活かして提案力向上を推進しています。

JFEスチールは、東日本に自動車分野向けのカスタマーズ・ソリューション・ラボ（CSL）や溶接・破壊・疲労研究開
発拠点（JWI-CIF²）、西日本に材料開発、利用技術研究のカスタマーズセンター福山（CCF）を設置し、お客様と一体で
共同研究・開発を行う体制を構築しています。　これらの共同研究拠点を活用したEVI活動※の強化により、お客様ニー
ズをいち早く把握し、最先端評価技術・革新的な製造プロセスを活用した新商品開発を進めています。

※ �Early Vendor Involvementの略。お客様の新商品開発に初期段階から参画し、その新商品のコンセプトに合わせた
鋼材使用、部材加工方法、パフォーマンス評価などを提案・開発する活動

お客様と一体となって商品開発できる試験・研究施設の設置

お客様ニーズへの対応力向上

一貫したお客様対応

スチール

スチール

スチール
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DXの詳細は以下をご参照ください。
DX REPORT　（https://www.jfe-holdings.co.jp/investor/library/dxreport/index.html）

JFEエンジニアリングでは、提供商品やサービスに対するお客様へのアンケート、ヒアリングや工事成績評定通知書
を通じて、施工体制、品質、高度技術、創意工夫に関する評価情報を収集・蓄積しています。これらの情報を、社内各
部門で分析し、品質向上や新商品開発、アフターサービス体制の強化などに活かすことでお客様満足度の最大化を目指
しています。

■ JFEエンジニアリングのDX戦略

エンジニアリング お客様からの評価情報を活用

JFEエンジニアリングでは、人々のくらしや産業を支えるインフラの企画・設計・建設・運営事業を展開していま
す。こうした取り組みをさらに加速させるとともに、今後も当社がエンジニアリング業界のフロントランナーであり続
けるためには、DXによる変革が不可欠です。

単なる業務効率化にとどまらず、業務プロセスの抜本的な改革や商品・サービスへの新機能搭載、データを活用した
新たなビジネスへの挑戦など、グリーン社会実現と企業価値向上に向けて、DXを積極的に進めていきます。

エンジニアリング DXを最大限に活用し、くらしの礎を創る・担う・つなぐ
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研究開発の推進

JFEスチールでは、第7次中期経営計画で掲げている製鉄プロセスにおけるCO₂低減技術、カーボンニュートラルに
向けたカーボンリサイクル高炉＋CCU、水素還元製鉄といった革新的技術の研究開発を推進しています。データサイ
エンス技術、ロボティクス技術を積極的に活用し、社会やお客様のニーズに対応した技術開発を進めていきます。

さらに自動車（EV化対応含む）・新エネルギー分野を研究開発の重点分野とし、各分野で新商品とソリューションの
提供を加速しています。

JFEエンジニアリングでは「Waste to Resource、カーボンニュートラル、複合ユーティリティサービス、基幹イン
フラ」の4事業分野とそれらを支える技術基盤であるDXの5つを重点分野と位置付け研究開発を推進しています。特
に、洋上風力のモノパイル式基礎の製造技術、膜分離法と物理吸着法のハイブリッド型を用いた低消費エネルギーCO₂
分離回収技術および廃棄物から化学品原料を製造する廃棄物のケミカルリサイクル（Waste-to-Chemical）技術等を
はじめとした「カーボンニュートラル」を最注力分野として取り組んでいます。

DXの詳細は以下をご参照ください。

2023年度の主な実績は、以下をご参照ください。

2023年度の主な実績は、以下をご参照ください。

DX REPORT　（https://www.jfe-holdings.co.jp/investor/library/dxreport/index.html）

環境配慮型プロセス・商品の開発と提供 （P.135）

環境配慮型プロセス・商品の開発と提供 （P.135）

■ システムの概要

	ㅡ�GPSの位置情報からトレーラーの効率的な入着管理が可能
	ㅡ位置情報の把握によって、トレーラーを探し回るドライバーの労力や時間削減が可能
	ㅡ輸送時のCO2排出量の見える化を実現し、ユーザーのCO2削減に貢献
	ㅡ収集されたデータはWebアプリケーションを介してパソコンやスマートフォンを用いて確認が可能

JFE商事では、多様化するマーケットや高度化するお客様のニーズに対応するため、当社グループの強みを活かした
DXソリューションの導入に向けた検討を進めています。

JFE商事の子会社であるJFE商事エレクトロニクス（株）では、2024年春から、GPS端末を使用した物流トラッキン
グソリューションサービスを開始しています。GPS端末により位置・温度・衝撃の情報を「見える化」することによ
り、トレーラー運用の効率化や各種作業時間の改善に寄与し、物流の「2024年問題」の解消に貢献してまいります。

商   事 お客様ニーズに対応した体制の構築

社会やお客様ニーズに対応した技術開発の推進スチール

エンジニアリング 5つの重点分野における研究開発の推進
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■ 社内表彰（2023年度）  

表彰名 対象 受賞組織

JFEスチール
JFEスチール
社長賞
最優秀賞・優秀賞

高級電磁鋼板の持続的事業体制の確立
電機鋼材営業部、 
西日本製鉄所（倉敷地区）
電磁部

量から質への転換による知多製造所の強靭
な事業構造の構築 知多製造所企画部ほか

設備投資コスト合理化を実現する全社戦略
の推進

設備投資戦略部
（現：プラント建設部プ
ラント建設戦略室）ほか

製販技一体となった品質管理体制の深化変
革による自動車用鋼板の品質向上

東日本製鉄所（千葉地区） 
商品技術部ほか

千葉6高炉単基改修の完遂 東日本製鉄所（千葉地区）
製銑部ほか

事業戦略の抜本的な見直しによるUOE収益
の改善

西日本製鉄所（福山地区） 
溶接管部ほか

JFEエンジニアリング 技術開発社長表彰
最優秀賞

世界一の溶接技術で国内初の洋上風力モノパ
イル（MP）工場稼働に貢献

洋上風力プロジェクト
チーム

外部表彰は以下をご参照ください。
主な外部表彰 （P.269）

社内表彰

技術開発や商品開発などに関する取り組みに対し、2023年度は以下の通り社内表彰を実施しています。
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サプライチェーンマネジメント

グリーン調達の推進

事業別の調達方針と取り組み

国際社会では「持続可能な開発目標（SDGs）」の策定および「パリ協定」の採択など、持続可能な社会の実現に向け
て、企業のグローバルな課題解決への参画と積極的な行動が求められています。JFEグループでは、地球環境との共
存・人権尊重・働きがいのある職場環境の提供などを「JFEグループ企業行動指針」として掲げ、事業活動の中でさま
ざまな取り組みを推進しています。さらに、持続可能な社会の実現には、こうした課題に対し自社グループのみならず
サプライチェーン全体で取り組むことが重要であると考えており、今後もお取引先様をはじめとするビジネスパート
ナーの皆様のご理解を得ながら、取り組みを推進していきます。

関係法令や経団連「企業行動憲章」に定められた購買取引方針なども考慮し、資源保護、環境保全などへの配慮を怠
らないことを購買取引の方針に組み込んでいます。今後もサプライチェーンの一員として、さらに取り組みを加速させ
ていきます。

JFEスチールは、原料・資機材調達に関して、持続可能な社会の実現に向けた活動をサプライチェーン全体で推進し
ていくことを目的に、「JFEグループ企業行動指針」および「JFEグループ人権基本方針」に沿って、「JFEスチール調
達ガイドライン」を制定し、児童労働・強制労働の禁止をはじめとする人権尊重・法令遵守および環境保全に配慮した
購買を行っています。また、原料調達に関しては、錫、タンタル、タングステン、金、およびコバルトは、紛争地域や
高リスク地域で採掘されたものではないことを確認した上で、購入しています。お取引先の皆様とも「JFEスチール調
達ガイドライン」を共有し、サステナビリティに関する取り組みをサプライチェーン全体で推進していきます。

JFEスチール調達ガイドラインは以下をご参照ください。
JFEスチール調達ガイドライン　（https://www.jfe-steel.co.jp/company/purchase_policy/index.html）

基本的な考え方

JFEスチール調達ガイドライン・お取引先様への推進要請スチール



鉄の価値 JFEグループの 
サステナビリティ 環 境 ガバナンス ESGデータ集 社外からの評価 編集方針 ガイドライン

対照表トップメッセージ 社 会社 会

JFEグループサステナビリティ報告書 2024

183

エグゼクティブサマリー 人権 良質な商品の提供とお客様満足度の向上 サプライチェーンマネジメント 人的資本  コミュニティ

JFE商事の「サプライチェーンにおけるサステナビリティ基本方針」は以下をご参照ください。
サプライチェーンにおけるサステナビリティ基本方針　（https://www.jfe-shoji.co.jp/sustainability/promote/）

JFE商事グループは、お客様およびJFEグループをはじめとしたステークホルダーの皆様とともに持続的に発展・成
長する存在感のある企業を目指し、活動しています。その実現のため、サプライチェーンにおける持続性（サステナビ
リティ）の確保が重要な課題であると考え、人権・労働問題・地球環境等への取り組み方針となる「サプライチェーン
におけるサステナビリティ基本方針」を掲げています。JFE商事グループは、サプライヤーをはじめとするお取引先の
皆様に対して、基本方針への理解と遵守への協力を求め、お取引先の皆様とともにより持続性の高いサプライチェーン
の構築を目指していきます。

JFEエンジニアリングの「調達基本方針」「調達ガイドライン」は以下をご参照ください。
調達基本方針　（https://www.jfe-eng.co.jp/information/basic_policy.html）

調達ガイドライン　（https://www.jfe-eng.co.jp/information/guidelines.html）

JFEエンジニアリングは、お取引先の皆様を、相互発展を目指す大切なパートナーと考えており、相互に信頼関係を
醸成し、パートナーシップをより強固なものにするよう努めています。

JFEエンジニアリングは調達基本方針を定め、公正で誠実な調達活動に取り組むとともに、お取引先の皆様への具体
的な要望事項を調達ガイドラインとして制定し、お取引先の皆様にも遵守をお願いしています。また、この遵守要請に
基づく、お取引先の皆様の取組状況把握のため、2023年度より、アンケート調査を開始しました。調査結果は集計の
上、皆様の取り組みにお役立て頂けるよう、フィードバックしております。

これらの取り組みを通じて、お取引先の皆様とともにCSR活動を展開し、サステナブル調達を推進していきます。

調達基本方針・お取引先様へのCSR推進の要請エンジニアリング

商   事 安全で公正な供給網を展開
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人的資本

JFEグループは、社会の持続的発展と人々の安全で快適な生活のために「なくてはならない」存在としての地位を確
立することを目指しています。複雑化する変化の激しい経営環境のもとで、将来にわたって企業価値を向上させ続け
るためには、これを支える一人ひとりの従業員の力が重要です。当社は「JFEグループ人材マネジメント基本方針」や

「JFEグループ健康宣言」を制定し、人的資本への投資を通じて従業員の能力や活力を最大限に引き出す施策に取り組ん
でいます。また、事業活動において「労働安全衛生の確保」と「多様な人材の確保と育成」を課題の分野として捉え、
それぞれ経営上の重要課題（マテリアリティ）として特定しています。
「労働安全衛生の確保」について、従業員の安全と健康の確保は製造業の基本要件であり、企業存続の基盤でもありま

す。JFEグループは、「安全はすべてに優先する」の基本姿勢のもと、グループ会社・協力会社（請負会社含む）で働くす
べての人々が一体になって安全健康活動を進め、労働安全衛生マネジメントシステムを効果的に運用し、安全で健康的
な職場づくりを推進しています。さらに、安全で魅力に富み働きがいのある職場の実現と、多様な人材がその能力を最
大限に発揮できる環境の整備を強力に推進するため、健康保険組合や産業保健スタッフと連携し従業員の健康保持・増
進にも取り組んでいます。

また、「多様な人材の確保と育成」について、女性をはじめとする多様な人材の採用や事業活動を支える人材の育成、
従業員が働きがいをもって能力を最大限に発揮できる職場環境や制度の整備、時間と場所にとらわれない新しい働き方
の実現などを推進しています。

基本的な考え方

1  人権の尊重と公平・公正な人材マネジメントの推進
すべての社員の人権を尊重するとともに、JFEグループ行動規範、企業行動指針の精神を実現する人材を育成し、公
平・公正な人材マネジメントを行う。

2  「人を育てる企業風土」の醸成と「働きがいのある職場」の構築
双方向のコミュニケーションの充実により、風通しの良い、人を育てる企
業風土を醸成し、安全で魅力に富み、働きがいのある職場環境を構築する。

3  ダイバーシティの推進
女性・外国人・高齢者・障がい者等を含めた多様な人材が、 その能力を最大
限に発揮し活躍できる環境を整える。

4  優秀な人材の確保および育成の着実な実施
複雑化・多様化する変化の激しい経営環境のもと、グローバル競争を勝ち抜
くため、多様かつ優秀な人材を安定的に採用し、技術力・現場力の強化に必
要な技術・技能の蓄積と伝承、グローバル人材の育成を着実に実施する。

各職場にポスターを掲示

JFEグループ人材マネジメント基本方針
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1  �企業理念の実現のためには、社員一人ひとりの安全と健康は欠くことができないという認識のもと、すべての社
員がいきいきと働くことができる職場を実現していきます。

2  �会社と健康保険組合が一体となって、社員とその家族の心と身体の健康保持・増進に向けたあらゆる取組みを進
めていきます。

3  �安全と健康を最優先する意識の醸成を図り、社員一人ひとりが自立的に活動を実践する健康文化を構築してい
きます。

目標と実績

JFEグループは、「労働安全衛生の確保」に関する経営上の重要課題として「労働災害の防止」と「社員とその家族の
健康確保」を掲げ、KPIを設定することで進捗管理および取り組みを推進しています。

労働災害の防止に関して、JFEグループは「安全はすべてに優先する」という基本姿勢のもと、安全な作業環境の整
備を進めています。第7次中期経営計画に掲げている最重要目標である「重大災害ゼロ」の達成を目指し、安全教育や
ルールの徹底だけでなく、設備の本質安全化を積極的に進め、労働安全衛生リスクの低減に一層注力します。また、従
業員とその家族の健康確保に向け、「特定保健指導実施率」および「喫煙率」に関する目標を定め、健康経営に取り組ん
でいます。

さらにJFEグループは、グループ人材マネジメント基本方針の中で「『人を育てる企業風土』の醸成」、「『働きがいの
ある職場』の構築」、「ダイバーシティ推進」、「優秀な人材の確保および育成の着実な実施」の推進を取り組みの方針と
して定めています。「多様な人材の確保と育成」に関する経営上の重要課題として「ダイバーシティ＆インクルージョ
ン」、「人材育成の推進」、「働きがいのある職場の実現」を掲げてそれぞれKPIを設定し、進捗管理および取り組みを推
進しています。

休業災害関連データは以下をご参照ください。
社会データ　休業災害 （P.253）
2023年度のKPI実績と2024年度のKPI （P.18）

JFEグループ健康宣言
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労働安全衛生

JFEグループでは、安全に関する事業会社の取り組みについて、定期的に取締役会において報告を行い、指示・監督
を受けています。また、事業会社では安全衛生委員会等を通じて、安全と健康に関して労働組合との意見交換を行って
います。

第7次中期経営計画において「重大災害ゼロの達成」に向け、特に安全対策への優先的な投資（グループ全体で年間
100億円規模）を実施し、本質安全化によるリスク低減に注力しています。さらに、先進IT技術を活用した多角的な安
全衛生管理（検知・モニタリング等）も推進していきます。

また、JFEグループでは、新任管理者や監督者に対する安全衛生研修において、労働安全衛生法やリスクアセスメン
ト法、作業計画の作成、安全衛生管理方針の作成について教育を実施しています。建設部門については、建設工事の現
地所長（統括安全衛生責任者）に対する研修において、労働安全衛生法を中心に関連する下請法、建設業法等の教育を実
施しています（2023年：400名 参加）。加えて、新入社員および階層別教育にてメンタルヘルス教育を実施していま
す（2023年：1,600名 参加）。

取り組み

2024 年安全健康活動方針は、「直・協のコミュニケーションを深めながら、自主自立の安全活動の実践」と、「健康
宣言を軸とした活動」の2項目を展開しています。「全社重大災害0の達成、各職場災害0の達成」という目標を掲げ、
管理監督者は毎日現場に出る活動、作業者は規律ある行動の実践に取り組んでいます。安全管理のツールとして安全モ
ニタリングシステム※、見守りカメラ導入、危険作業を排除する自動化推進など、DXを活用した安全対策にも積極的に
取り組んでいます。

また、労働安全衛生管理を組織全体でさらに自立的かつ体系的に推進するため、国際規格ISO45001に準拠した労
働安全衛生マネジメントシステムを構築し、全事業所で国際規格ISO45001（JIS Q 45001）の認証を取得しました。
今後とも、労働安全衛生マネジメントシステムを継続的かつ効果的に運用していくことで、より安全で健康的な職場づ
くりに努めていきます。

	ㅡ知多製造所（2021年9月9日）
	ㅡ福山地区（2021年12月16日）
	ㅡ千葉地区（2022年5月26日）

	ㅡ倉敷地区（2022年5月26日）
	ㅡ仙台製造所（2022年12月15日）
	ㅡ京浜地区（2023年1月19日）

【認証取得事業所】

JFEスチールでは、災害リスクの低減活動として「リスクアセスメント」を活用したリスク評価を推進しています。設
備新設の計画段階や定期的・非定期的な設備補修時に予め「リスクアセスメント」を用いてリスク評価することで、災害
の未然防止やリスク軽減を行っています。また設備の本質安全化を追求し、作業者に対するリスクレベルの低減も図っ
ています。

労働災害が発生した場合は、発災部署において原因を追究し再発防止対策を立案、実行しております。同時に関係部
署や労働組合にも安全衛生委員会等で報告を行っております。また、必要に応じて災害調査委員会を立ち上げ、発災部
署および関係部署が適切な再発防止対策を立案できるよう提言を行っております。重大災害に対しては、その対策を全
社展開し、執行役員会議で対策が完遂するまで進捗状況を定期的に報告しております。その他の災害やヒヤリハットに
対しても、全社水平展開の必要性を安全健康部門で協議・決定し、全社水平展開が完了するまで進捗をフォローしてお
ります。以上の仕組みを全社規程化して運用しています。

安全健康活動方針に基づく労働安全衛生への取り組みスチール
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※ 一酸化炭素濃度や酸素濃度などの情報を作業者の位置情報とともにリアルタイムで管理者に知らせるシステム

労働災害が発生した際には、上記に加え日本鉄鋼連盟に対し災害報告要領に則り、即時、報告を行っています。そし
て、原因究明後、対策が決まり次第、続報を提出しています。重大災害が発生した場合は、「安全・防災・環境事案に係
る報告書」を経済産業省、厚生労働省、日本鉄鋼連盟へ直ちに提出しています。

■ 全社安全衛生管理体制 

■ 全社安全衛生管理体制 

ISO45001

内部監査 連携

情報共有・支援

執行役員会議
（報告・審議）

安全健康部
（本社） グループ会社

全社安全会議
担当副社長

各所長・副所長

安全健康室長会議
（活動・情報共有）
（水平展開対策検討）

【製鉄所・製造所
マネジメント体制】
所長・副所長
安全健康部門
製造部門
協力会社

日本鉄鋼連盟

外部審査機関

社長

安全担当役員
（全社統括安全衛生責任者）

総務・人事担当役員
（横浜本社統括安全衛生管理者）

支店長
（支店総括安全衛生管理者）

全社安全衛生委員会
（ISO45001マネジメントレビュー）

津製作所
津製作所安全衛生委員会本部安全衛生管理者会議

支店衛生委員会横浜本社 安全衛生委員会

共通管理部門安全環境部 各本部

JFEエンジニアリングでは、拠点事業所単位に適用業種、従業員数に応じた労働安全衛生法に対応する安全衛生管理
組織に加え、建設・操業現場や製作所の全社管理を円滑かつ機能的に運営するため事業本部単位に安全衛生管理体制を
設けています。災害を防止するため、従業員および協力会社の全員が必ず遵守すべき「全社共通の重点実施項目」を定
め、各事業本部の業務特性を踏まえた「リスクアセスメントによる危険源の特定と安全対策」を推進し、協力会社やグ
ループ会社を含め災害の撲滅に注力しています。また、「心と体の健康づくり」「快適な職場環境づくり」などの活動を推
進し、従業員の健康確保と労働衛生水準の向上に努めています。

発生した労働災害は、本部安全衛生管理者が参画する会議にて原因、対策の検討、全社水平展開を実施しています。
2016年から、国内外の建設工事や津製作所の製造業務について労働安全衛生マネジメントシステム（ISO45001認証取
得）を運用するとともに、新たな取り組みとしてIT（監視、検知等）を活用した多角的な安全衛生管理を推進しています。

従業員の健康確保と労働衛生水準の向上エンジニアリング
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健康経営

事業会社ごとの全社目標

項目 指標 2023年度実績 2024年度の目標

JFE 
スチール

健診の徹底・強化
重症化予防

被扶養配偶者検診受診率 55.2％ 被扶養配偶者検診受診率60％

特定保健指導実施率 ー※2 特定保健指導実施率60%以上

重症化予防
禁煙・分煙の推進

肥満者（BMI25以上）比率 30.7% 肥満者（BMI25以上）比率
30％以下

喫煙率 25.8% 喫煙率24.3％（年1.5％減）

睡眠対策 睡眠リスク（健康診断「問
診票」の回答結果で判定） 36.7％ 睡眠リスク（健康診断「問診票」

の回答結果で判定）35％以下

JFE 
エンジニ
アリング

睡眠対策 睡眠リスク（健康診断「問
診票」の回答結果で判定） 36.7％ 35％以下

受動喫煙対策 喫煙率 21.8％ 20.8％以下（年1%減）

肥満対策 肥満率（BMI25以上または
腹囲男性≧85、女性≧90） 41.7％ 38.3%以下

コラボヘルス
特定保健指導実施率 ー※2 50％以上

被扶養配偶者健診受診率 54.4%※1 60%

JFE商事
重症化予防 特定保健指導実施率 ー※2 60％

禁煙・受動喫煙対策 喫煙率 20.6％ 20.0％

※ JFEスチールでは、精密検査受診率、肥満者比率、喫煙率は暦年で管理
※2 特定保健指導実施率の実績は確定次第追記
※1 速報値

JFEグループ共通のKPI以外に、事業会社ごとにも全社目標を設定し、健康経営を推進しています。

JFE商事では、コイルセンターなどの加工拠点における重大災害ゼロを目指し、「重大災害につながる不安全作業の撲
滅」を目標に、以下の活動を実施しています。

① �管理監督者による現場パトロールや安全カメラの録画機能を活用した不安全作業の洗い出し、あるいは各作業者
のKY（危険予知）の確実な実行等によるリスクアセスメント

② 不安全作業に気づき、回避する力の向上のための類似災害検討や危険体感訓練
③ リスクを低減する安全センサー設置等、設備改善の実施
④ 作業訓練（クレーン玉掛訓練等）や作業標準の見直しによるルール遵守の意識付け等の実施

また、これら安全活動の推進役としてグループ会社各社に安全担当者を配置し、各社の安全衛生活動のレベルアップ
を図っています。JFE商事グループ全体で同じ価値観を共有すべく、安全担当者とは隔月で安全衛生に関する知識・情
報を共有する安全担当者会議を設けています。

休業災害が発生した場合はその都度各グループ会社社長から経営トップへ報告する仕組みとなっており、JFE商事グ
ループ一体で安全衛生管理に取り組んでいます。また、年に一度、安全表彰を実施し、安全衛生活動への積極的な取り
組みを促しています。これらによりJFE商事グループ全体の安全管理レベルをさらに底上げし、安全・安心な職場環境
づくりを継続して進めていきます。

商   事 安全衛生活動の向上と安全・安心な職場環境づくり
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従業員の家族の健康保持・増進

メンタルヘルスケア（こころの健康）

からだの健康に関する取り組み

	⿟定期健康診断の着実な実施とがん検診の強化
	⿟メタボ検診、特定保健指導による生活習慣病の重症化予防
	⿟健康保険組合の健康づくり支援ツール「Pep Up」を活用した運動習慣等の啓発
	⿟建屋内の禁煙・分煙の推進、産業医・保健師による禁煙指導

■ 喫煙率の推移（事業会社合計）
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従業員だけではなく、健康保険組合と連携して配偶者健診の受診を推奨するなど、家族の健康保持・増進にも取り組
んでいます。被扶養者健診受診率（40歳以上）は着実に向上しており、2023年度は53.8％で、9年前の2014年度の
37.6%より16.2ポイント増加しました。

従業員の健康関連データは以下をご参照ください。
社会データ　健康 （P.255）

JFEグループでは、従業員のからだの健康づくりに加えメンタルヘルスケアにも積極的に取り組んでいます。具体的
には、従業員自らがストレスに気づき予防対処する「セルフケア」、管理監督者が心の健康に関して職場環境等の改善や
部下の相談対応を行う「ラインケア」、事業場内の産業保健スタッフが従業員や管理監督者を支援する「事業場内産業保
健スタッフによるケア」、会社以外の専門機関や専門家を活用する「事業場外資源によるケア」の4つのケアを推進して
います。

また、健康保険組合では「メンタルヘルスカウンセリングサービス」や「24時間電話健康相談」など、従業員とその
家族（配偶者など被扶養者）が気軽に利用できるサービスも提供しています。

海外赴任者、出張者、留学者を含む全従業員を対象とした健康管理を継続的、効果的に実行するための健康管理シス
テムを運用しています。

特に、医療事情が国内と異なる海外へ渡航する者に対しては、全社規程に基づき、その帯同家族も含めて健康な生活
を維持できるよう渡航前の健康診断、予防接種等を実施するとともに、赴任説明会などを通じ、世界的な健康問題であ
る新型コロナウイルス感染症（COVID-19）、HIV・結核・マラリアをはじめとする感染症予防対応を積極的に実施し
ています。今後も、世界の健康に関する課題を適切に把握し、対応していきます。

健康問題への取り組み
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従業員のからだの健康、家族の健康保持・増進における重点取り組み事項について、2016年に制定されたJFEグ
ループ健康宣言を契機に「健康経営企画推進ワーキンググループ」を立ち上げて、中長期的な全社到達目標を設定し、
目標に対する実績値を継続フォローしています。活動を継続的に行うことにより、すべての従業員が健康でいきいきと
働くことができること、また、従業員一人ひとりが自律的に健康保持・増進活動を実践する健康文化を構築することを
目指しています。

健康経営企画推進ワーキンググループでは、2016年にまずは「からだの健康」にスコープを当て、①健診の徹底・
強化、②重症化予防の推進、③運動・健康づくり習慣の定着化、④禁煙・分煙活動の推進について、重点取り組み事項
を定め、全事業所と活動を展開してきました。2024年より、「こころの健康」にもスコープを広げ、全事業所で健康経
営を推進しています。

■ 健康経営企画推進ワーキンググループの体制健康経営企画推進ワーキンググループの体制
人事グループ
（職場の健康）

メンタルグループ
（こころの健康）

産業保健グループ
（からだの健康）

健康経営企画推進委員会
（推進委員長：執行役員）

ダイバーシティ推進室の活動
ReFuture PROJECT　等

【全社WG】安全健康部、産業医
臨床心理士、保健師、人事

【全社WG】安全健康部、産業医
保健師、コンディショニングスタッフ、
衛生管理者

JFEスチール

健康経営企画推進会
（全体会議、年1,2回）

健康保持・増進のための健康経営の推進スチール

■ 健康経営企画推進WGの目的

JFEグループ健康宣言の実現
すべての社員が健康でいきいきと働くことができる

社員一人ひとりが自立的に健康保持・増進活動を実践する健康文化を構築する

職場の健康 こころの健康 からだの健康

・ワークスタイル変革
・女性活躍推進
・ダイバーシティ推進

・ストレスチェックWG
・メンタル相談窓口拡充
・製鉄所コンプラ研修の
   拡充

・健康経営企画推進WG
 【メインテーマ】
 ① 健診の徹底・強化
 ② 重症化予防の推進
 ③ 運動・健康づくり習慣の定着化
 ④ 禁煙・分煙活動の推進

■ 健康経営企画推進WG

メンバー
•	 各地区・製造所・本社

•	 �産業医および保健師
•	 �労働人事室長・人事労政部
•	 �安全健康室（衛生スタッフ）・安全健康部

•	 健康保険組合 •	 常務理事・健康開発室長

議事テーマ

•	 健康経営度（からだ・こころ・職場）評価

［評価指標と活動の評価］
•	 全社横断的な推進事項
•	 経営層への健康経営計画と結果報告など

開催頻度 •	 年2回
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JFEスチールでは、転倒による怪我や体力低下を防止する体操として、西日本製鉄所で考案された「アクティブ体操®」
を全社で実施しています。この体操は、労働災害予防や健康増進のためのツールとして社外からも注目を集めており、
グループ会社だけでなく構内協力会社、その他さまざまな業種の企業にも普及促進を行っています。転倒や腰痛等の災
害の防止活動を図るため、厚生労働省、SAFEコンソーシアムに参加し、「アクティブ体操®」や「安全体力®機能テス
ト」など積極的に活動に取り組んでいます。

アクティブ体操®等スチール

JFEエンジニアリングでは、人事部健康経営推進室を中心とした体制のもと、各事業所・支店の産業保健スタッフが
連携して活動を推進しています。現在は過去の健診データより抽出した「睡眠」「喫煙」「肥満」の3つの課題に「がん」
と「メンタルヘルス」を加えた5つを重点領域として改善に向けた取り組みをしています。基礎となる健診データは毎
年度、健康経営推進室で集計を行い、一目で経年変化がわかる「データブック」として全社版と主要事業所版を作成。
取り組み成果を確認しながら、PDCAサイクルを回しています。

健診データを活用した健康増進活動エンジニアリング

■ 健康経営推進体制

社長

産業医 保健師

JFE健康保険組合

労働組合

グループ会社

全社産業保健スタッフ会議

健康経営推進責任者
（人事担当役員）

JFEホールディングス

中央安全衛生委員会
各事業所・支店　衛生委員会

人事部
健康経営推進室

経営戦略会議
経営会議

連携

■ 過去の健康診断結果をもとにした取り組み

開始年度 目的 取り組み

2018 がん対策 定期健康診断に胃部内視鏡検査を導入

2019 睡眠対策 仮眠や呼吸法を実践する「セルフケア研修」を全社展開

2020 肥満対策 労使共催RIZAPセミナー、おうちで職場体操を実施

2021
受動喫煙対策 屋内完全禁煙化を実施

睡眠対策 睡眠リズムを中心とした「セルフケア研修II」を全社展開

2022 個別指導強化 保健指導の強化（睡眠、肥満、喫煙など個別指導）

2023 がん対策 大腸内視鏡補助制度導入、チャリティウォーク開催
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商   事 従業員とその家族の疾病の早期発見と健康保持・増進

JFE商事では、従業員およびその家族の健康が当社のさらなる発展につながるという考えのもと、健康保持・増進に
努めるとともに、従業員がいきいきと働くことができる職場環境づくりに取り組んでいます。

■ 健康経営推進体制

社長

支社衛生委員会

統括産業医産業医

労働組合代表 看護師

労働組合代表

健康管理担当者
（人事・総務）

健康管理担当者
（人事・総務）

JFE健康保険組合

グループ会社

健康経営責任者
（人事部担当役員）

JFEホールディングス

全社衛生委員会

経営会議
CSR推進会議

連携連携

産業医
交流会議

■ 過去の取り組み

開始年度 目的 取り組み

2018
がん予防

定期健康診断におけるピロリ菌（血液）検査実施
乳がん・子宮がん検診費用補助を開始

従業員の健康意識の醸成 定期健診の重要性、心疾患・脳疾患についての
eラーニングを実施

2019
肺ガン・脳卒中予防

禁煙外来費用補助を開始
受動喫煙対策（喫煙率の低下）

2020 従業員の運動習慣定着への支援 健康力アップ活動への参加勧奨
2022 個別指導強化 特定保健指導対象者へ個別に受診勧奨を実施
2023 胃がんの早期発見 定期健康診断時に会社負担による胃部内視鏡検査を実施

新型コロナウイルス感染症への対応について 

JFEグループは、社会に必要な物資を製造、供給する重要な社会基盤であるとの認識から、これまでも新型インフル
エンザ流行等のフェーズに応じた対応方針を設定するなどBCPの策定を進めてきました。2020年以降の新型コロナ
ウイルスの流行を受け、政府の基本的対処方針の趣旨・内容を十分に理解した上で、従業員の健康確保を最優先し、経
団連の発出したガイドラインに示された「感染防止のための基本的な考え方」と「講じるべき具体的な対策」を踏まえ
た対応を実施してきました。工場の様態等を考慮した創意工夫を図りながら、新型コロナウイルス感染症の感染予防に
取り組むとともに、職域接種への対応を含め、社会基盤としての役割を継続的に果たしてきました。

2023年5月に感染症分類が第5類に変更されて以降は、政府の指針等に従い対応を行っており、各社内の就業ルー
ル等についても通常時の対応に戻しています。ただし、手洗い・うがいなどの基本的な感染対策については各従業員で
励行し、感染拡大防止に努めています。今後、変異株や新たな感染症が発生した際は、新型コロナウイルス感染症対応
の経験を活かし、政府方針を踏まえて適切に対応していきます。
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ダイバーシティ＆インクルージョン

変化の激しい経営環境においては、さまざまな価値観や考え方が融合する中でこれまでになかった発想や解決法が生
まれ、企業価値の持続的な向上につながると考え、JFEグループではダイバーシティ＆インクルージョンの推進を重要
な経営課題として位置付けています。性別、国籍や価値観、異なるライフスタイルなど多様な背景を持つ人材が能力を
発揮できる環境づくり、従業員の意識醸成、女性採用数増、女性が働きやすい制度整備等の取り組みを着実に進めてい
くため、各事業会社にダイバーシティ推進部署を設置しています 。また、社長をトップとするダイバーシティ推進に関
する委員会を設置するなど、経営層と推進組織が一体となり、全社方針の策定・展開を実施しています。

特に女性の活躍について、取締役会での議論を経て、2022年度より女性管理職登用・女性採用比率等についてさら
なる意欲的なKPIへの見直しを行いました。各事業会社では経営層との議論を通じた全社方針の策定と展開を図るとと
もに、女性管理職の候補者を拡大する「採用」、社内外ネットワーキングの充実やロールモデル提示などの「定着」、女
性従業員の個別育成計画作成などの「配置・育成」の観点からさまざまな施策を推進しています。

取り組み

JFEスチールでは、多様な人材がさまざまな領域で活躍できる職場風土の醸成に向けて、経営層や管理職への研修や、
ダイバーシティ月間の設定による啓発活動などの取り組みを行っています。また役員および部長については、ダイバー
シティ目標を設定し自部門の課題に対してリーダーシップを発揮することで、ダイバーシティ推進の加速や強化を図っ
ています。

女性活躍推進については、女性従業員および上司を対象としたキャリア研修の実施、社外研修への積極的派遣のほか、
女性従業員の声をもとに、オンラインで全社をつなぐキャリア交流会や、女性の健康セミナーなどを開始しました。ま
た交替勤務職場の女性従業員については、妊娠・出産などのライフイベントに際し、本人、上司、人事部門の３者で将
来のキャリアについて考える「両立支援面談フロー」を整備し、育児と両立しながら長期的に活躍できるよう、きめ細
やかにサポートする体制を整えています。育児や介護などとの両立に向けては、男性従業員の育児参画を促すことを目
的とした、労使共同の育休取得推奨メッセージの発信や、仕事と介護の両立支援セミナーなども行っており、さまざま
なライフステージある従業員を応援し、働きがいを感じられる職場の実現に向けた取り組みを行っています。

なお、ダイバーシティを推進するにあたり公平性（Equity）の観点をもって行うことを明示し、活動への理解をより高
めていくことを目的に、2024年度より推進部署の名称をDEI推進室に改め、一層の活動強化に向けて取り組んでいます。

JFEエンジニアリングでは、マネジメント層向けダイバーシティ研修、全従業員向けeラーニング、ダイバーシティ月
間の設定など、社内の意識改革に向けて活動を推進しています。また、2022年度からはCSR推進体制※の一つとして経
営陣によるダイバーシティ委員会を設置し、全社方針の展開や組織ごとの計画策定・実行に取り組んでいます。女性従
業員向けには、社外研修派遣や交流会の機会等を提供し、キャリア形成を支援しています。海外からは、グループ会社の
現地従業員を国内に常時60名程度受け入れ、業務を通じた教育を行っています。外国籍従業員向けの生活相談窓口の開
設、ポータルサイトでの情報提供、日本語教育などを進め、在籍中に安心して過ごせる環境づくりに取り組んでいます。
国内では、異業種経験者など多様な個性や価値観をもつ人材を積極的に採用し、年間70名規模のキャリア採用を行って
います。

※ 2023年度より、サステナビリティ体制に名称を変更しました

ダイバーシティ推進の加速・強化スチール

社内における意識改革活動の推進エンジニアリング
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JFE商事では経営層向けのダイバーシティセミナーやグループ会社のマネジメント層まで対象としたダイバーシティ
研修、ダイバーシティ月間（毎年11月）の設定、全従業員向けのeラーニングを定期的に実施し、社内の意識改革を推
進しています。また、経営陣によるダイバーシティ推進委員会を設置し、全体方針の共有や部門ごとの計画策定・実行
に取り組んでいます。さらに、女性活躍においては中堅社員を対象とした上司と合同のキャリア研修、先輩従業員との
座談会の実施、社外研修や社外活動へ積極的に派遣し、女性のキャリア形成も支援しています。

このほか、出産・育児・介護などの後も引き続き活躍できるように育児休業中の従業員同士の情報交換のミーティン
グや復職後のフォローアップ研修を実施しています。男性従業員の育児参画を促す取り組みとして、男性育休セミナー
の開催や所属長・本人への説明を実施しています。

JFEグループでは、女性従業員の積極的な採用や法定水準を大きく上回る育児支援制度の充実、研修・啓発活動の展
開など、女性の活躍を推進するためのさまざまな施策を展開しています。各社の施策や課題については、事業会社間で
共有するとともに、取締役会を含む会議体で議論を進めており、今後も取り組みを推進していきます。なお、当社の取
り組みが評価され、JFEホールディングスは、2013年度以降「なでしこ銘柄※」に計3回選定されました。

2016年4月1日、女性活躍推進法が施行されました。
JFEグループでは、ダイバーシティ推進を多様な従業員の能力を最大限引き出すための重要な経営戦略の一つと位置

付け、女性従業員の積極的な採用や活躍推進にも取り組んでいます。
同法に基づき、女性従業員が活躍できる雇用環境の整備および従業員にとって「働きがいのある職場」を構築するた

め、下記の通り行動計画を策定しました。

※ �経済産業省と東京証券取引所による共同企画。東証一部上場企業の中から、1業種につき1社、女性が働き続けるため
の環境整備を含め、女性人材の活用を積極的に進めている企業を選定・発表する

◦ �行動計画期間
　 2021年4月1日～2026年3月31日までの5年間

◦ 行動計画に掲げる目標
　 �JFEグループ共通の目標として、女性管理職比率について、2030年に課長級以上に占める女性の割合を10％以
上（うち、管理・営業部門は20％以上）にするという目標を設定し、女性の管理職登用を積極的に進めていきます。

◦ 各社の行動計画
JFEスチール　（https://www.jfe-holdings.co.jp/common/pdf/sustainability/female_plan_st.pdf）

JFEエンジニアリング　（https://www.jfe-holdings.co.jp/common/pdf/sustainability/female_plan_eng.pdf）

JFE商事　（https://www.jfe-holdings.co.jp/common/pdf/sustainability/female_plan_shoji.pdf）

女性活躍の推進

女性活躍推進に関する行動計画

商   事 社内の意識改革に向けた取り組み
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JFEホールディングス代表取締役社長が、内閣府男女共同参画局が支援する「輝く女性の活躍を加速する男性リー
ダーの会」行動宣言に賛同し、女性従業員のさらなる活躍推進を表明するなど、社内外に「女性がいきいきと活躍でき
る会社」であることを発信しています。

詳細は以下をご参照ください。
輝く女性の活躍を加速する男性リーダーの会　行動宣言　

（https://www.gender.go.jp/policy/sokushin/male_leaders/declaration.html#txtbody）

障がい者雇用関連データは以下をご参照ください。
社会データ　障がい者雇用 （P.257）

トップメッセージの配信

特例子会社「JFEアップル東日本」「JFEアップル西日本」「三重データクラフト」を設立し、障がい者の雇用の推進と
働きやすい職場環境の整備に努めています。

JFEグループではベテラン従業員が持つ技術や経験の伝承を推進するため、定年年齢の65歳への引き上げ、または希
望者全員が段階的に65歳まで働ける再雇用制度を導入しています。

2024年3月末時点で事業会社3社合計で938名（従業員全体の約4.9%）のベテラン従業員が活躍しています。

JFEスチールでは、ベテラン従業員のモチベーションを向上させ、技術や技能の伝承、人材育成を着実に推進してい
くため、2021年4月に定年年齢を65歳に引き上げました。これまでは60歳以降の希望者全員を再雇用してきました
が、定年年齢の引き上げにより入社から65歳まで一貫した人事・賃金制度を構築しました。

JFEエンジニアリングは、ベテラン人材を事業・技術領域における高度専門家と考え、競争力の維持・強化や現役世
代への技能伝承の役割を期待しています。その一層の活躍を促すべく、2023年度より定年年齢を65歳へ引き上げま
した。

JFE商事では、60歳以上のベテラン人材がモチベーション高く働ける環境づくりを意識するとともに、柔軟な働き方
を実現し、健康に働ける環境を整備しています。それぞれのライフスタイルに合わせてフルタイム勤務、短日数勤務お
よび短時間勤務など、多様な勤務形態を選択できるようにしています。

障がい者の雇用

60歳超えの制度

技術・技能の伝承と人材育成の推進スチール

競争力の維持・強化と技能伝承エンジニアリング

商   事 柔軟な働き方の実現
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社内の人権啓発研修や階層別研修等を通じて、性別、性的指向、性自認による差別のない職場をつくる取り組みを進
めています。また、全従業員に配布するコンプライアンスガイドブックで、LGBTQについても取り上げ、毎年10月
のコンプライアンス強化月間における読み合わせ活動資料の一つとすることで、従業員の一層の理解を促しています。
JFEスチールでは、2022年度より、同性もくしくは事実婚のパートナーについても福利厚生制度等の適用対象とす
る制度改定を行い、制度説明会や啓発研修を行っています。またJFEエンジニアリングでは、全従業員を対象としたe
ラーニング、人事関係者や管理職を中心としたセミナーを実施しています。

2024年度新卒・2023年度キャリア入社採用実績 683名（事業会社3社合計）

◦ 総合職に占める女性採用比率	 ：	 23.2％（104/448名）

　 事務系総合職に占める女性採用比率	 ：	 37.8％（71/188名）

◦ キャリア・通年採用比率	 ：	 32.4％（221/683名）

　 総合職に占めるキャリア・通年採用比率	 ：	 33.0％（148/448名）

　 現業職に占めるキャリア・通年採用比率	 ：	 31.1％（73/235名）

JFEグループの持続的な成長を図るため、安定的な採用を行うとともに、採用ソースを多様化し、女性・外国人の採
用およびキャリア・通年採用を積極的に実施しています。

また、当社は幅広い地域に海外展開していますが、海外拠点においては、従業員を現地採用し、雇用機会の創出を通
じた現地社会への貢献も果たしています。

■ 採用の実績（事業会社3社合計）（2024年度新卒・2023年度キャリア入社）

項目
総合職

現業職 総計
事務系 技術系 計

男性（名） 117 227 344 219 563

女性（名） 71 33 104 16 120

総計（名） 188 260 448 235 683

女性比率（%） 37.8 12.7 23.2 6.8 17.6

従業員関連データは以下をご参照ください。
社会データ （P.253）

LGBTQ（性的マイノリティ）の尊重

多様な人材の確保
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人材育成の推進

取り組み

人材育成

JFEグループでは、従業員一人ひとりの能力向上と、海外事業の拡大に対応したグローバル人材の育成に重点を置き、
研修・教育の充実を図っています。またJFEグループの経営戦略の一つであるDX戦略の推進に必要な人材の確保・育
成にも注力しています。2023年度より、「一人当たり研修時間」のKPIに加え、「DX人材の育成」に関するKPIを新規
に設定し、取り組みをさらに加速させています。

研修実績は、以下をご参照ください。
社会データ （P.253）

世代交代による従業員の入れ替わりのピークが過ぎ、特に若手従業員の技能の底上げが重要になっていることから、製
造現場における人材育成システムを活用し、個々人の技能レベルを定量的に把握・分析をして、教育に活用しています。

また、MR（複合現実）技術を活用した訓練シミュレータを導入するなど、IT化を推進することによって、教育の深化を
図っています。

加えて、データサイエンティストの社内人材を育成するプログラムを充実化させるなど、産業界での導入や応用が急速
に進むDX技術への対応も実施しており、2023年度から、全従業員へのDXリテラシー教育によるビジョンの浸透・マイ
ンド転換ならびに役員・管理者層へのマインドセット研修を通じて具体的な目標へと落とし込んでいくことで、より一層
の推進を目指しています。

エンジニアリング会社として技術の基盤となる要素技術の知識を高めていけるよう、社内の第一人者が講師となり、
30講座以上の基礎技術教育を若手従業員とキャリア採用者を対象に実施しています。

また、2018年度から会計やマーケティングなど自らの業務に適したビジネススキルが習得できるよう、Webを活用
した学習カリキュラムをスタートさせています。

このように、若年層には自律的・継続的に学び成長できる機会の提供を、マネージャー層には経営の変革をもたらす
マネジメント力の強化を推進しています。

技術継承とDX人材育成の推進スチール

自らが主体的に学ぶことを目的とした各種研修制度の推進エンジニアリング

商   事 能力を最大限に引き出す研修および施策の実施

国内外で商社事業を拡大させるため、多様な背景を持つ人材がそれぞれの場所、場面で成長を実現できる研修を準備
しています。商社パーソンに求められる基礎技能として、交渉力、ファイナンス、戦略的思考等を学ぶ「スキル研修」
や「貿易実務研修」、キャリア採用者向けの「入社時研修」を実施しています。また、階層別研修においては、昇格前に
新たな資格に求められる役割やスキルを学ぶことにより、早期活躍を推進しています。ほかにも海外グループ会社へ若
手の早期派遣や、優秀な海外の現地採用従業員のさらなる能力、モチベーション向上を目的に本社へ招聘する「ナショ
ナルスタッフ研修」など、幅広い層を対象に実施することでグループ全体のレベルアップを目指しています。
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外国籍の総合職従業員および海外拠点従業員の採用・育成に加え、日本人従業員に対しては、従来から実施している海
外留学・研修の充実だけでなく、若手従業員の積極的な海外派遣により実務経験を通じた人材育成を強化しています。

グローバル人材の育成

■ 各社のグローバル人材育成制度

　 JFEスチール JFEエンジニアリング JFE商事

海外留学制度 〇 〇 〇

短期海外語学研修 〇 — 〇

若手従業員海外派遣 〇 〇 〇

技術系従業員の国際学会への派遣 〇 — —

海外拠点従業員研修制度 〇 〇 〇

海外拠点従業員の日本での実務研修制度 — 〇 〇

海外学生インターンシップ 〇 〇 —
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働きがいのある職場の実現

当社が持続的に発展していくためには、これまでの働き方を抜本的に見直し、高い生産性で新たな価値を創造しなが
ら、従業員一人ひとりが仕事に誇りと働きがいを感じられる働き方の実現が不可欠です。第７次中期経営計画において
も、従業員が安心・安全に働き、能力を最大限に発揮できる職場環境・社内制度の整備を進めていきます。

取り組み

当社は、給与支払いに関して法令を遵守し、生活賃金を満たすべく、各国・各地域・各業種別に定められた最低賃金
以上の給与を設定しています。また、時間外労働の上限規制などを遵守することはもとより、従業員がやりがいを持っ
て働くことができるよう、業界トップレベルの労働条件を実現するとともに、会社の収益に応じた成果還元として賞与
を支給しています。

また、寮・社宅制度等の福利厚生制度も手厚く整備するなど、従業員が長期に安定して働けるような環境づくりに力
を入れています。

従業員意識を定期的に把握するため、当社および各事業会社ではエンゲージメントサーベイを毎年実施し、働きがい
等に関する課題の特定や施策の検討に活用しています。また、定期的に実施している企業倫理意識調査の内容も参考に
働きやすい職場環境の実現に取り組んでいます。

JFEスチールでは、働きがいの向上が当社の持続的な発展にとって重要な経営課題であるとの経営層の認識のもと、
人事制度のみならず企業文化変革も含めた多面的な施策を推進する「人財戦略本部」を2024年4月に新設し、「社員
の働きがいを高め、会社と社員がともに成長することを目指す企業改革」として、社長をプロジェクトオーナーとす
る「ReFuture PROJECT」※を開始しました。本プロジェクトで目指すものは、会社は従業員の働きがいを高めるさ
まざまな支援や取り組みを行い、同時に従業員はその持てる能力を最大発揮して貢献することで、会社と従業員が双方
の期待に応えながら、強固な相互信頼の関係性を育み、ともに成長する姿です。人財戦略本部内に新たに設置したカル
チャー変革室がプロジェクト全体の旗振りを担い、関連部署と連携しながら一連の施策を継続的に展開していきます。

例えば、カーボンニュートラルや人口減少・内需減少など当社を取り巻く環境が大きく変化する状況において、従業
員が当社の将来に期待しながら夢を持って仕事に取り組むには、「当社の未来のありたい姿」、「当社の存在意義」や長期
ビジョンをあらためてこのタイミングで描くことが必要であるとの考えから、当社の「パーパス（会社の存在意義）」「ビ
ジョン（目指す姿）」「バリュー（大切にする価値観）」について現在策定を行っています。さらに、本年10月には従業員一
人ひとりの働きがいを向上させることを目指し、従業員区分の再編・異動となる勤務地範囲を従業員が選択できる枠組
み・評価のさらなる透明性向上・フィードバック強化などの内容を特徴とする人事・賃金制度改定についても実施予定
です。

また、従業員が働きがいや充実感を得ながら仕事をし、その上で会社の生産性向上につなげていくことを目指した
「新しい働き方」についても推進しています。具体的な施策として、在宅勤務制度の拡充によるテレワークの推進、コ
アレスフレックス制度の導入、本社を中心としたフリーアドレス化、チャット・Web会議ツールの導入、RPA（ロボ
ティック・プロセス・オートメーション：端末上の人の作業を自動化するソフトウエア）の導入、電子契約やワークフ
ローの導入等によるペーパーレス化の推進や脱ハンコ等を実施しています。これらの取り組みにより、付加価値の高い
ワークスタイルへのシフトを進めていきます。

加えて、キャリア採用者の増加などに伴う従業員ニーズの多様化を踏まえ、福利厚生制度として2022年度よりカ

働きがいのある職場環境の整備

ガイドライン
対照表

働きがいの向上を目指した取り組みスチール
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JFEエンジニアリングでは全社的に「休み方改革」を推進しています。夏季金曜日の年休取得奨励日「なつきん」や
建設工事完了時に集中的に休暇を取得する「ひといき年休」などの休暇施策により、年間付与日数22日に対する2023
年度の取得実績は19.4日（取得率88%超）となりました。2024年度は20日以上の取得を目指しています。

さらに働き方改革として、オフィス部門においては、自分でコアタイムを設定できるセルフコアフレックス制度のも
と、定時退社日「スイスイデー」の導入や原則20時以降の残業禁止など、時間効率を意識した働き方を推進していま
す。またコロナウイルス感染対策で導入したリモートワークを2021年度より恒久的に制度化し、自宅や全国約400カ
所にあるシェアオフィスでの勤務を可能にするなど、柔軟な働き方を実現しました。

建設部門においても労働時間の縮減を主要な課題に据え、継続的な取組みを行っています。2023年度からは、全社
横断で設置した対策ワーキングの中で、縮減の取組の進捗状況および現場単位で時間外労働状況の確認を行っていま
す。時間外労働については年間計画策定を行っており、毎月実績と年間計画に乖離がある場合は、本社管理者が現場と
協力して改善を行うこととしています。また、社内書類の削減および書類作成業務時の本社バックオフィス組織の活用
や本社、下請事業者とのタイムリーなやり取りを可能とするITツールを導入するなどの施策を進めています。また、働
きがいの観点では、従業員の活躍が企業の競争力向上や持続的な成長の源泉と考え、従業員が能力、知識、技能、経験
などを最大限活用できることを経営課題として、施策を実行してきました。

フェテリアプランの導入を行いました。またワーク・ライフ・バランスの向上のために、年休奨励日の設定による有給
休暇取得の推進、育児・介護や不妊治療、自己啓発・ボランティア時などに取得できるワーク・ライフ・バランス・サ
ポート休暇制度を充実化しています。また、2024年度より一般勤務者の休日数を2日/年増やして121日/年としてお
り、従業員とその家族が健康と仕事を両立しながらより安心して働くことができる環境づくりを行っています。

※ �｢ReFuture PROJECT」の名称には、2003年に｢日本を代表する未来志向の企業グループ」という想いで誕生した
当社が、大きな変革期にある今だからこそ、「ありたい姿」という未来を見つめ、世界に求められる新しい未来を
ともにつくっていきたいという思いを込めています

「新しい働き方」による生産性向上および働きがいの向上に向けた取り組みエンジニアリング

■ 「ReFuture PROJECT」における2024年度の重点取り組み

項目 概要

ありたい姿の策定 パーパス（会社の存在意義）、ビジョン（目指す姿）、バリュー（大切にする価値観）の策定

業務改革／組織風土改革 業務のあり方の見直し、 IT化推進、働きがいを向上させるマネジメントの改善等

コミュニケーション改革 タウンホールミーティング実施を通じた経営層と従業員の対話強化等

職場環境への投資 製鉄所・製造所を中心とした事務所等への重点的な投資による、より働きやすい職場
環境実現

人事・賃金制度見直し 従業員一人ひとりの働きがいを向上させることを目指した改訂（2024年10月予定）
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業務改革

JFEスチールでは、従業員の単純作業時間を削減し、より創造的な業務にあてる時間を増やすためにRPAを導入して
います。2023年度までに900種類以上の業務に導入し、年間11万時間以上を創出しました。

2020年度後半から開始したRPA自主開発についても、開発ツールのアカデミー修了者が410名を超え、全社的に拡
大しています。加えて2021年度から開始したローコード開発ツールを使った自主開発については、260名を超える従
業員により、年間6,800時間以上を創出しました。ローコード開発ツールだけでなくワークフローシステムを活用した
自主開発も進んでおり、業務効率化だけでなく、脱ハンコやペーパーレス化といったワークスタイル変革も推進してい
ます。これらの業務改革によって創出された時間は、お客様へのさらなるサービス向上のため活用していきます。

また、データドリブンな業務変革を推進すべく、新たなBIツールの全社展開を開始し、データの見える化と共有化に
より意思決定を迅速化して、企業競争力を高めていきます。

最新ICTを活用した業務改革の推進スチール

JFE商事ではワーク・ライフ・バランスの実現に向けて、毎週水曜日の定時退社デーの設定や22時以降の深夜就業の
禁止、指定年休日の設定などを通じて、労働時間の削減やワーク・ライフ・バランスの向上に取り組んでいます。また、
多様な働き方に対応するために在宅勤務制度およびフレックスタイム制度を導入しています。さらに、従業員一人ひと
りがメリハリのある働き方を意識し、実践する場として、全従業員を対象に年に1回（約1カ月間）全社チャレンジデイズ
を実施しています。例えば、退社時間を宣言し遵守する取り組みや業務の進め方を見直すための取り組み等を実施し、組
織・個人の生産性向上を目指しています。

やりがい・成長を実感出来る職場づくりを進めることで、エンゲージメント（働きがい）の向上にも努めています。毎
年実施するエンゲージメントサーベイのスコアを定点観測して、所属単位で背景を深掘りの上で改善に向けたアクショ
ンプランの設定を行い、エンゲージメントの向上につなげています。

加えて、個々の評価をよりメリハリをつけて給与へ反映出来るように人事制度を改定し、個人へのフィードバックの
場となる面談において上司から部下に対して評価内容を伝えるだけでなく、能力向上に向けたアドバイスを行うことで
成長を実感するとともに、上司と部下が今後のキャリアの積み上げ方を協議することで将来を意識した業務設計を行い、
仕事のやりがいにつなげています。

商   事 ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた多様な働き方を支える取り組み

「健康・安全」、「育成」、「ダイバーシティ」、「従業員エンゲージメント」についてはKPIを定め、以下のような具体的
な取り組みを進めています。

・人事・賃金制度見直し
　���キャリア採用者の増加など従業員構成の変化を背景に、評価の納得性の向上と従業員の成長の後押しを目的とした人

事制度の刷新を実施しました。
・研修体系の見直し
　�人事制度改革の中で階層別に期待される人材像を再定義し、これを踏まえて今年度から研修体系を見直しています。見

直しにあたっては、従業員一人ひとりの成長意欲にこたえるため、自主的に選択できる多様な研修プログラムを用意し
ました。



鉄の価値 JFEグループの 
サステナビリティ 環 境 ガバナンス ESGデータ集 社外からの評価 編集方針 ガイドライン

対照表トップメッセージ 社 会社 会

JFEグループサステナビリティ報告書 2024

202

エグゼクティブサマリー 人権 良質な商品の提供とお客様満足度の向上 サプライチェーンマネジメント 人的資本  コミュニティ

小集団活動による現場の活性化

JFEスチールでは、全社で約1,200グループが小集団活動「J1活動※」を展開し、品質改善・業務改善などに関する
重要課題において、さまざまな成果を生み出しています。また、グループ会社も含めた「JFEファミリー成果発表大会」
を年2回開催し、そこで優秀な成績を収めたグループを国内外のQC大会や関連企業に派遣するなど、活動の活性化を
図っています。

※ �JFEをNo.1にする、エクセレントカンパニーを目指す活動のこと。JFEスチールおよびJFE商事では「J1活動」、JFE
エンジニアリングでは「JE1活動」と呼びます

「J1活動」の展開スチール

JFEエンジニアリングでは、国内外のグループ会社を含めた、約250チーム、約2,000名が「JE1活動」に取り組
み、年度末の全社大会でその成果を競っています。活動分野は品質、能率、安全、コストなど多岐にわたり、職場の活
性化やレベルアップのみならず、会社の業績にも大きく貢献しています。

「JE1活動」の取り組みエンジニアリング

JFEエンジニアリングでは、2023年9月に生成AI活用による業務革新を目的として、独自のセキュリティ対策によ
り情報漏洩リスクを最小限に抑えた文章生成AIサービス Pla’cello xChat（プラッチェロ エックスチャット）を社内向
けにリリースしました。既に1,000名を超える従業員が、文書作成や情報整理などの業務効率化に活用しています。

また、継続的にRPAによる業務の自動化を進めており、2024年6月時点で約300業務の自動化開発を実施、例えば、
従業員の休日出勤・休暇管理表や各種報告、通知の自動作成などで効率化に貢献しています。

今後も数々の制度や施策、効率化ツールなどを導入し、ワーク・ライフ・バランスの実現と組織全体のアウトプット
最大化を図っていきます。

JFE商事では、2008年より業務効率化とパフォーマンス向上を目指した業務改革活動を継続して推進しています。
2023年には活動名称をJ-SLIMからJ-MUSCLEへと改め、今まで効率化中心に進めていた活動から価値を増やしてい
く活動へ意識を新たにしました。「無駄をなくしてスリムになった体に筋肉となる付加価値を増やし、より会社を強く
していく」というJ-MUSCLEのコンセプトの元、さらにこの活動を活性化させていきます。

2023年の活動発表会ではJFE商事・国内外グループ会社合わせて22チームが各自の取り組みをオンラインで発表
し、グループ全体で延べ2,900名が視聴しました。クラウドシステム活用による情報共有方法の見直しや業務時間の削
減、データ活用・EXCEL関数を駆使した事務処理精度の向上・効率化、お客様との合同勉強会開催などのレベルアップ
活動、オフィス環境整備によるコミュニケーション活性化など、生産性向上につながるさまざまな活動の成果を共有し、
グループ全体へ横展開を進めています。今後も既成概念にとらわれず、時代の変化に柔軟に対応し、常に変革を求める
企業文化の醸成を目指していきます。

生成AIを活用した業務改革推進エンジニアリング

商   事 J-MUSCLE活動
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JFE商事では、労働組合との間で、相互の信頼と理解のもとに企業の永続的発展と従業員の生活の向上、あわせて豊
かな社会の実現を目的とする「共同宣言」を行っており、健全な労使関係を保っています。定期的な意見交換、経営情
報を共有する場として、社長以下経営幹部と労働組合の代表者が「経営協議会」（年2回開催）を実施しています。

商   事 健全な労使関係の維持

健全な労使関係に向けて

JFEスチールでは、さまざまな経営課題に着実に対応していくためには、労働組合の協力が不可欠だと考え、相互の
理解と信頼に基づいた健全で良好な労使関係を構築しています。社長以下経営幹部と労働組合の代表者が経営課題につ
いて意見交換を行う「労使経営審議会」を年4回開催するほか、労働条件や職場環境などについて適宜意見交換を行い、
制度を改訂する場合には真摯な労使協議を実施しています。

JFEグループでは活力ある職場づくりに向け、労働条件や諸制度に関して 労働組合と活発な議論を行っています。労
働組合から挙げられた意見は現場の生の声として真摯に受け止め、労働条件や制度の点検を行うとともに、働きがいの
ある職場環境の実現に向けた課題の特定や施策の検討を行っています。

真摯な労使協議の実施スチール

JFEエンジニアリングでは健全な労使関係の向上に努めており、社長以下経営幹部と労働組合代表者が意見交換を行
う場として「中央労使協議会」を定期開催しているほか、ワーク・ライフ・バランスに関する労使委員会を設置してい
ます。

健全な労使関係に向けた取り組みエンジニアリング

JFE商事国内グループ会社では、製造部門の「安全・品質・コスト・操業・納期」等の課題解決に適した手法として
「J1活動」に取り組んでおり、毎年開催しているJ1発表大会で各社代表約20チームがその成果を報告し、優秀チーム
を表彰しています。今後も職場の活性化、問題解決力向上のためにJ1活動を推進していきます。

商   事 「J1活動」のさらなる活性化
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コミュニティ

製造拠点等の開放

JFEグループ企業行動指針

地域貢献活動

企業活動における安全確保や環境負荷低減に向けた継続的な取り組みに加え、地域の発展に資する「環境保全」、「次世
代育成」、「スポーツ振興・文化の促進」、「地域コミュニティの活性化」を中心とした社会貢献活動を推進しています。

加えて、ボランティア活動の推進のために活用できる休暇制度を整えており、従業員の積極的な参加を支援しています。

JFEグループでは、毎年、各製造拠点を開放してショーや工場見学会などのイベントを実施し、近隣地域の皆様にご
参加いただいています。

3  社会との連携と協調
良き企業市民として、社会との連携と協調を図り、積極的な社会貢献に努める。

企業活動をグローバルに行っていく上で、生産活動を行う製鉄所等の製造拠点はもちろんのこと、企業活動を行う各
地域の発展に貢献し、地域の皆様と信頼関係を築きながら、ともに持続可能な成長を実現することが、事業継続のため
には必要不可欠です。そのため、JFEグループでは、行動指針に「社会との連携と協調」を掲げ、地域貢献活動を推進
しています。

また、巨大な設備を有し生産活動を行う製鉄所は、地域の雇用・経済活動や大気・水環境へ及ぼす影響は少なくあり
ません。鉄鋼事業においては「地域コミュニティの活性化」を通じて、地域のより多くの人々に当社グループ事業への
理解を深めていただき、地域振興をともに推進していくことが重要であると考えています。

基本的な考え方

取り組み

■ 拠点イベント開催実績（2023年度）

地区 名称 開催日 入場者数

JFEスチール

東日本製鉄所京浜地区 京浜ふれあい祭り 5月26日 3.5万名

東日本製鉄所千葉地区 JFEちばまつり 10月22日 3万名

西日本製鉄所福山地区 JFE西日本フェスタinふくやま 6月4日 6万名

西日本製鉄所倉敷地区 JFE西日本フェスタinくらしき 11月3日 2万名

知多製造所 はんだふれあい産業まつり 11月11日 2万名

仙台製造所 JFEスチールせんだいフェスタ 10月14日 0.1万名

JFEエンジニアリング 津製作所 秋まつり 10月21日 0.4万名
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JFE西日本フェスタinふくやま

また、各社の福利厚生施設を地域に開放して、サッカー、野球、バレーボール、バスケットボールなどのスポーツ大
会を開催するほか、全国レベルで活躍している硬式野球部と競走部による指導教室なども開催しており、それぞれの地
域におけるスポーツの振興と発展に寄与しています。

JFEスチールでは、地域貢献活動の一環として、近隣の小学生や中学生を対象として、工場見学のほか、従業員が学
校を訪問し、鉄の製造プロセスや製鉄所の特徴、環境への取り組みなどを解説して鉄鋼業への理解を深めてもらったり、
キャリアへの理解を深めてもらったりする出前授業を実施しています。この取り組みは2012年度から開始し、2023
年度は400人（16クラス）の子どもたちを対象に実施しました（累計では約325クラスに実施）。

川崎市立川崎中学校（神奈川県）

JFEスチールでは各製鉄所・製造所において、祭りイベント開催時に限らず、地域の小・中学校の子どもたちを中心に
毎年10万名程度の方々を受け入れ、鉄の製造現場を見学していただいています。

製鉄所・製造所における工場見学

出前授業

スチール

スチール
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JFEエンジニアリングは、同社製造拠点の津製作所が立地する三重県津市を含む雲出川流域の環境保全を目的とする
「新雲出川物語推進委員会」に2008年の設立当初より参画しています。同団体を構成する地域の森林組合・漁業協同
組合とともに、津市の支援も受けながら、流域での河川清掃や植樹活動のほか、河口等での海岸清掃、市民向け環境教
育を実施しており、従業員およびその家族が参加しています。

JFEエンジニアリングでは、JFEグループ企業行動指針に則り、社会領域の取り組みを強化し、持続可能な社会の実現
に向けた貢献度を高めていくため、2022年度に社長を委員長とする社会共生委員会を立ち上げました。同社の事業を
通じた取り組みと、事業活動では対応しきれない社会課題解決への取り組みの両方をスコープとし、環境・防災・地域
社会・次世代育成の４テーマを重点領域として設定するなどの方針を定めました。環境・防災は同社の事業内容と密接
に関わります。地域社会との連携は、各地で事業を展開する同社にとって不可欠となっています。次世代育成は、人々
の“くらし”を力強く支え、それを次世代につなげるという同社のパーパスに適うものです。各組織に推進リーダーを設
置し、全社で取り組む体制を整え、社内制度に関するガイドラインも策定して活動しやすい環境を整備しました。さら
に、その他、社内意識の浸透と従業員参画の促進のため、オリジナルロゴおよび社内公募によるキャッチコピーを制定
しました。

活動においては、従業員参画を重視しています。当年度は、横浜未来機構が主催する「YOXO FESTIVAL 2024」に
おいて「未来」「STEAM教育」をテーマとした子ども向けプログラム等を出展し、全社で公募したスタッフ約30名が運
営を担当しました。

教育と広報・PRにも取り組んでいます。当年度は経営層向け講演会を開催したほか、同社のホームページに特設
ページを設けて取り組みを対外的に発信しました。今後も引き続き、持続可能な社会への貢献を目指し、社会共生活動
に取り組んでいきます。

JFEエンジニアリングは、北海道庁の「ほっかいどう企業の森林づくり」の制度を活用して北海道由仁町との間で森
林整備に関する協定を締結し、同町の町有林約7haを対象とした森林整備を行っています。この取り組みは、地域の森
林を適切に維持・管理していくことにより、森林保全や地域の活性化につなげていくことを目的としています。取り組
みを進める森林は「JFEの森」と命名し、当年度は最初のステップとして、樹齢50年を経てCO2の吸収効果が下がっ
た木を伐採した上で、CO2吸収効率の高い樹種（クリーンラーチ）の苗を植林しました。また、植林活動に参加した従業
員向けに有識者による講演を行い、森林への理解を深める機会としました。

2024年度以降、引き続き従業員公募による植林活動を実施するとともに、下草刈りを実施する予定です。

社会共生活動推進体制の整備

「JFEの森」における森林整備

三重県・雲出川流域での環境保全活動への参加

エンジニアリング

エンジニアリング

エンジニアリング

JFEエンジニアリングの社会貢献活動　（https://www.jfe-eng.co.jp/information/social_coexistence/)

詳細は以下をご参照ください。
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国連WFP協会への支援

海外医療人材育成への支援

JFEグループは、国際連合世界食糧計画WFP協会※の活動趣旨に賛同し、支援することを通じて世界の飢餓問題解決
に取り組んでいます。

JFEグループは、虎の門病院を母体として進められているJCMT（海外医師研修事業）の趣旨に賛同し、支援しています。
同事業は東南アジアなど開発途上国の医師を日本に招き、日本の先進医療の研修を行い、その成果を派遣元の国々の医
療水準向上に役立ててもらう国際貢献および研修を通じた日本との友好関係を促進することを目的としています。派遣
元の国々の医療水準の向上を通じて、コミュニティにおける健康問題への課題解決に貢献しています。

※ 飢餓と貧困の撲滅を使命とする国連世界食糧計画（WFP）を支援する認定NPO法人

外部団体への支援

JFEグループは「持続可能な社会の実現」への貢献を重要な経営課題と位置付け、SDGs（持続可能な開発目標）の17
のゴールに関連する社外団体やNGOとの連携を通じて、課題解決への取り組みを行っています。

詳細は以下をご参照ください。
JCMT　（http://www.jcmt.jp/）

食品リサイクル工場の見学

JFEエンジニアリングでは、各製作所および建設現場、運営受託している清掃工場等において、近隣地域の子どもた
ちを中心に見学を受け入れています。また、従業員を派遣し、環境等をテーマとした出前授業も実施しています。

例えば、横浜本社近隣の横浜サイエンスフロンティア高等学校附属中学校では、中学2年生約80名を対象に環境・リ
サイクルをテーマとした講演を実施した後、横浜本社を訪問してもらい、グループ会社が運営する食品リサイクル工場
や、国内外の清掃工場等80拠点以上を遠隔監視するグローバルリモートセンター等の見学を通じて座学と実地の両輪
での学びを図っています。この取り組みは2018年より開始され、6年連続で実施しています。

施設見学および出前授業の実施エンジニアリング
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学生向けキャリア教育

JFEスチールおよびJFEエンジニアリングでは、女子学生の理工系分野への進路選択（理工チャレンジ）を応援する取
り組みとして、女子中高生・女子大生を対象とした工場見学会を開催しています。

JFEスチールでは、2006年から（一財）経済広報センターの「教員の民間企業研修」に協力しています。この研修は、
小・中・高校の教員の方に企業活動や人材育成、安全・環境への取り組みなどについて理解を深めていただき、その体
験を子どもたちに伝えていただくとともに今後の学校運営に活かしていただくことを目的に実施しています。また、事
業所では地元の中学生を受け入れ職場体験学習なども行っています。

JFE商事グループの川商フーズは、NPO法人学校サポートセンターと連携し、中高生向けキャリア教育として仕事の
社会的役割や製品・サービスの特徴などについて理解を深めてもらう研修を企画し、受け入れを行っています。

教員の民間企業研修

日本語スピーチコンテストへの支援

JFEグループは、国際交流および社会貢献の観点から「全中国選抜日本語スピーチコンテスト」を支援しています。
同コンテストは中国の大学生を対象に「言葉・コミュニケーション」を通じた日中関係の発展を目的に、2006年から
開催されており、当社グループは第1回から支援を継続しています。第17回となる2023年度は、コロナ禍で2019年
以来途絶えていた日本での本選が5年ぶりに開催されました。この活動を通じて中国における日本語教育の発展および
日中交流推進に寄与しています。

青少年育成支援

がん研究会への支援

子供の未来応援基金への支援

がん研究会は、1908年の創立以来「がん克服をもって人類の福祉に貢献する」ことを基本理念に掲げ、研究・診療、
人材育成に努め、わが国のがん研究・診療を牽引する公益財団法人です。JFEグループはその活動趣旨に賛同し、支援
を行っています。

JFEグループは、すべての子どもたちが夢と希望を持って成長していける社会の実現を目指す「子供の未来応援国民
運動」に賛同し、日本各地で子どもの貧困対策に取り組むNPO等の活動支援を行う「子供の未来応援基金」に対し支
援を行っています。
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茨城県立並木中等教育学校の生徒にJFEスチール賞を授与

2023年度インターンシップ実績

海外からの研修生を含め毎年多くの学生を受け入れ、工場や設計・建設現場での職場実習、グループワークなどを
行っています。

■ JFEグループのインターンシップ実績（2023年度）

JFEスチール JFEエンジニアリング JFE商事

659名
（事務系：378名、技術系：281名）

688名
（事務系：239名、技術系：449名） 360名

「高校生・高専生科学技術チャレンジ（JSEC）」は、朝日新聞社とテレビ朝日が主催する全国の高等学校と高等専門学校
の生徒を対象とする科学技術分野の自由研究コンテストです。JFEスチールは、科学技術分野で活躍する人材の育成を願
い、2006年から当コンテストに協賛しています。

高校生、高専生の科学技術コンテストに協賛スチール

JFE商事グループは、2011年より西アフリカのガーナ、ナイジェリアにおいて社会貢献活動を毎年継続して実施して
います。現地の教育省や学校の要望を確認しながら、両国の経済活動の一助となるような製品を選定しています。13回
目となった今回は当社グループ製品である“GEISHA”ブランドのサバトマト漬缶詰12,500缶、学習机・椅子435セッ
ト、ノート17,000冊を両国の計15校へ寄贈しました。学校関係者ならびに現地政府機関より多くの喜びのお言葉をいた
だくことができました。

本支援は、JFE商事グループの象徴的な活動として位置付け、今後も「食」と「教育」の支援を続けていきます。

商   事 ガーナ、ナイジェリアの小学校への支援
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ガーナの小学校の皆さん ナイジェリアの小学校の皆さん

JFE商事グループでは、2017年度より特別支援学校に学校外実習の機会を提供しています。主な内容は、インターン
生を受け入れ、清掃・給茶機のメンテナンスや帳票仕分け等の業務を体験して頂いています。また、パン販売実習も定期
的に社内で実施しています。

これからも社会に開かれた企業として、さまざまな障がいを持つ方々が、自分らしくいきいきとした生活を送れるよう
自立と社会参加を応援していきます。

商   事 特別支援学校への現場実習の機会提供

（公財）JFE21世紀財団は、JFEグループ（旧川崎製鉄）の出捐により1990年に設立され、社会貢献を担う公益法人と
して、大学研究助成や地域の文化振興などさまざまな公益事業を展開しています。

「JFE21世紀財団」に関しては、以下をご参照ください。
JFE21世紀財団　（http://www.jfe-21st-cf.or.jp/）

社会データ　JFE21世紀財団 （P.258）

「JFE21世紀財団」による社会貢献活動

技術研究助成（鉄鋼技術研究・地球環境・地球温暖化防止技術研究）
アジア歴史研究助成
大学教材・鉄鋼関連出版物の作成・寄贈
鉄鋼に縁のある地域社会の文化振興活動への協賛
海外子女文芸作品コンクールへの協賛と文集の寄贈

技術研究助成

大学の技術研究振興を目的に、1991年度から研究助成を実施し、各大学から高い評価を得ています。
2023年度は137件の応募を受け、鉄鋼技術研究13件、地球環境・地球温暖化防止技術研究15件に各200万円、計

5,600万円を助成しました。

アジア歴史研究助成

日本の大学におけるアジア歴史研究の振興を支援するため、2005年度から研究助成事業を実施しています。2023
年度は73件の応募を受け、12件に各150万円、計1,800万円を助成しました。
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鉄鋼に縁のある地域活動支援

海外子女文芸作品コンクールへの協賛と文集の寄贈

音楽、美術、伝統継承、町おこし、コミュニティ活動、文化財保存の活動など地域社会の文化活動に協賛金を提供し、
支援しています。

2023年度も千葉市、川崎市、福山市など国内のさまざまな鉄鋼に縁のある地域のイベント13件に協賛しました。

（公財）海外子女教育振興財団が、海外で学ぶ小・中学生を対象に実施している作文・詩・短歌・俳句の作品コンクー
ルに、1991年度から「JFE21世紀財団賞」を設けて協賛しています。また、優秀作品文集「地球に学ぶ」を2023年
度も鉄鋼に縁のある地域の小・中学校や図書館等約700カ所に2,200部を寄贈しました。

地域・社会とともに

社会貢献活動一覧

国際連合世界食糧計画WFP協会への支援
公益財団法人がん研究会への支援
工場見学会の開催
(https://www.jfe-steel.co.jp/company/csr.html#anc01-01)

まつり・フェスタの開催
(https://www.jfe-steel.co.jp/company/csr.html#anc01-02)

社会福祉協議会への寄付
(https://www.jfe-steel.co.jp/company/csr.html#anc01-03)

小学校での出前授業の実施
(https://www.jfe-steel.co.jp/company/csr.html#anc01-05)

地域清掃活動の実施
(https://www.jfe-steel.co.jp/company/csr.html#anc01-06)

自治体と連携した災害対応・防災対策
(https://www.jfe-steel.co.jp/company/csr.html#anc01-07)

「アクティブ体操®」の実施と普及活動
(https://www.jfe-steel.co.jp/company/csr.html#anc01-08)

地域開放型の事業所内保育所を開設
(https://www.jfe-steel.co.jp/company/csr.html#anc01-09)

伝統行事「さし石さんが大会」に協力
(https://www.jfe-steel.co.jp/company/csr.html#anc01-11)

地域イベント「まちたびにしのみや」に参画
(https://www.jfe-steel.co.jp/company/csr.html#anc01-12)

ものづくり教室の開催
(https://www.jfe-steel.co.jp/company/csr.html#anc01-13)

福山城築城400年記念事業への寄付
(https://www.jfe-steel.co.jp/company/csr.html#anc01-14)

国連WFP協会「こども『エコ活。』大作戦！」協賛
各拠点の近隣地域のまつりへの協賛

トンボはドコまで飛ぶかフォーラム参加
JFEトンボみち・駅前広場（ゲートプラザ）の一般開放

鶴見線スタンプラリー協力
かすみがうらマラソンボランティア
被災地復興支援ボランティア
社内で福島復興支援フェアの実施（食堂での復興支援
メニューの提供等）

フードバンクへの災害用備蓄品（食品）の寄贈
(https://www.jfe-steel.co.jp/company/csr.html#anc01-04)

フィリピンでの熱帯雨林強化植樹活動への参加

構内での献血活動
(https://www.jfe-steel.co.jp/company/csr.html#anc01-10)

運営受託している清掃工場での環境イベントの開催
災害発生時に運営受託している清掃工場を避難場所
として開放するとともに防災備蓄品を提供する協定
を自治体と締結 
千葉市と東日本製鉄所との包括連携協定
2024年川崎市市制100周年記念事業への協賛
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次世代育成

全中国選抜日本語スピーチコンテストへの支援
海外医師研修事業（JCMT）への支援
子供の未来応援基金への支援
ベトナム・ミャンマーの大学へ技術者育成の支援
(https://www.jfe-steel.co.jp/company/csr.html#anc03-01)

国内外からのインターン生の受け入れ
(https://www.jfe-steel.co.jp/company/csr.html#anc03-02)

高校生科学技術チャレンジ「JSEC」への協賛
(https://www.jfe-steel.co.jp/company/csr.html#anc03-03)

キャリア教育支援
(https://www.jfe-steel.co.jp/company/csr.html#anc03-05)

教員の民間企業研修受け入れ
(https://www.jfe-steel.co.jp/company/csr.html#anc03-06)

リコチャレ職場見学会開催
(https://www.jfe-steel.co.jp/company/csr.html#anc03-07)

子育て応援企業認定（神奈川県、名古屋市）
外国人技能実習生（溶接研修）の受け入れ
ガーナ・ナイジェリアの小学校への支援
特別支援学校への学校外実習の場の提供
三重県高等学校ロボット競技会の支援
工業高校教員向け溶接講習の実施
駒岡丘の上こども食堂への支援

環境保全

ほたる幼虫放流会・ほたる観賞会を開催
（https://www.jfe-steel.co.jp/company/csr.html#anc04-01）

「JFEの森」における森林整備
（https://www.jfe-eng.co.jp/information/social_coexistence/topics_forest/）

環境に関する展示会等に出展
（https://www.jfe-steel.co.jp/company/csr.html#anc04-02）

鉄鋼スラグの活用による海の水質改善
（https://www.jfe-steel.co.jp/company/csr.html#anc04-03）

飲料用スチール容器の開発を通じたプラスチックごみ問題の解決
（https://www.jfe-steel.co.jp/company/csr.html#anc04-04）

ペットボトルキャップ寄付活動
NPOグリーンバード（ゴミ拾いボランティア）への協力

スポーツ・文化振興

地域対象のスポーツ大会を開催
（https://www.jfe-steel.co.jp/company/csr.html#anc02-01）

野球部と競走部による野球・陸上教室
（https://www.jfe-steel.co.jp/company/csr.html#anc02-02）

「趙治勲杯囲碁大会」に協賛
（https://www.jfe-steel.co.jp/company/csr.html#anc02-03）

パラスポーツの理解醸成
（https://www.jfe-steel.co.jp/company/csr.html#anc02-04）

JFE京浜吹奏楽部による演奏活動
（https://www.jfe-steel.co.jp/company/csr.html#anc02-05）

エンジニアリング事業を通じた地域社会への貢献

電力・ガス・水道といったユーティリティーサービスの提供や、ブラスチック・食品リサイクル、再生可能エネル
ギー発電、廃棄物発電等の事業を組み合わせ、地域のサーキュラーエコノミー実現に貢献します。

環境配慮型プロセス・商品の開発と提供 （P.135）




